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序     文 

 

独立行政法人国際協力機構（以下、「JICA」）は、インドネシア共和国（以下、「インドネシア国」）

政府の要請に基づき、「地域優良技術の発掘とその普及」を基本とするボトムアップの参加型普及

アプローチを、普及員への研修を通してインドネシア国の農業普及サービスに導入することを目

的として、2004 年 1 月より 3 年間の予定で、技術協力プロジェクト「農家経営改善のための農業

普及員訓練計画」を実施してきました。 

 この度プロジェクト終了を 2007 年 1 月に控え、2004 年 1 月から 2006 年 9 月までの各活動の経

緯と実績を確認し、プロジェクト目標・成果の達成状況の見通し、それらに影響を与える要因等

についての評価を行い、調査団としての提言をまとめることを目的に、2006 年 9 月 4 日～15 日ま

で終了時評価調査を実施しました。 

 同調査期間中に、インドネシア国政府関係機関と共に、現在までのプロジェクトの実績確認を

行うとともに、プロジェクト終了までの提言をまとめ、協議議事録（ミニッツ）の締結を行いま

した。 

 本報告書については、終了時評価調査の結果をより詳細に取りまとめた内容となっております。

本報告書が、本プロジェクト終了を控えてこれまでの活動の成果を確実なものとし、また他の類

似案件に対しての参考資料となることを願うものです。 

 終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

2006 年 10 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
インドネシア事務所 
所 長  加  藤  圭  一 
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2KR Second Kennedy Round 食糧増産援助：無償（貧困農民 
支援） 

AAHRD Agency for Agricultural Human Resources 
Development 

農業人材開発庁 

AWGATE ASEAN Working Group for Agricultural Training 
and Extension 

ASEAN 農業研修・普及のための

ワーキンググループ 
BATD Bureau of Agricultural Training Development 農業訓練開発局 
BBDA Balai Besar Diklat Agribisinis 国立（高等）農業教育訓練 

センター 
BDA Balai Diklat Agribisinis 国立農業教育訓練センター 
C/P Counter Part カウンターパート 
FEATI Farmer Empowerment through Agricultural 

Technology and Information 
農業技術・情報伝達による農民 
エンパワーメントプロジェクト 

JCC Joint Coordination Committee 合同運営委員会 
MAT Moving Advisory Team MP3 研修の助言・指導チーム 
MP3 Methodologi Penyuluhan Pertanian Partisipatif 

（Participatory Agricultural Extension Method）  
参加型農業普及法 

M/M Minutes of Meetings 会議議事録 
PIAETS Project for Improvement of Agricultural Extension 

and Training System 
農業普及・訓練システム改善計画

R/D Record of Discussions 討議議事録 
PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・ 

マトリックス 
PCM Project Cycle Management プロジェクト・サイクル・ 

マネジメント 
P4S Farmers Agricultural and Rural Training Center 農民の農業・農村訓練センター 
PO Plan of Operations 実施計画 
PROPENAS National Development Program 国家開発計画 
TOT Training of Trainers 講師訓練 
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：インドネシア共和国 案 件 名：農業経営改善のための農業普及員訓練 

計画終了時評価調査 

分野：農業 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：インドネシア事務所 協力金額： 

先方関係機関：農業省農業人材開発庁 
日本国側協力機関：農林水産省 

協力期間 R/D 締結：2003 年 10 月 29 日 
実施期間：2004 年 1 月 5 日 
        ～2007 年 1 月 4 日 他の関連協力：農業普及・研修システム改善計画 

（1999 年 9 月 1 日～2002 年 3 月 31 日実施） 
１－１ 協力の背景と概要 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア国」）の農業政策は、1990 年代後半より「食糧増産」から

「農家収入の向上」へ転換が図られ、農作物の付加価値の付与やマーケティングの強化といった近代的な

経営指向による「儲かる農業」が奨励されるようになった。これに伴って、農民を直接指導する農業普及

員の能力向上が重要と認識され、普及員には従来の農産物の生産技術指導に加え、市場の情報や農民組織

の運営改善といったコンサルタント的な役割が求められることとなった。しかしながら、インドネシア国

では、その様なニーズに対応できる様な、農業普及員の能力を組織的に向上させてゆくための訓練プログ

ラムが未整備であった。こうした背景から、独立行政法人国際協力機構（以下、「JICA」）はインドネシ

ア国政府からの要請に基づき、1999 年 9 月から 2002 年 3 月まで西ジャワ州カユアンボン農業教育訓練セ

ンターをモデルとした「農業普及・研修システム改善計画（PIAETS）」の実施を支援し、地域内の先進農

家の優良事例を発掘・分析し、普及教材にとりまとめて活用する参加型農業普及の新しい研修手法

（「PIAETS 手法」*）を開発した。 
インドネシア国政府は、PIAETS プロジェクトの成果を基に、アグリビジネス振興の政策に対応すべく、

農民組織化やマーケティングといった新しい概念を取り入れることで PIAETS 手法に基づく教材作成・指

導手法を改善するとともに、バンドン県に限定された普及員研修プログラムを他県へも広めていくため

に、PIAETS 後継プロジェクトとして本件技術協力への支援を我が国へ要請した。これに応え、JICA は

2004 年 1 月 5 日から 3 年間の計画で本件技術協力プロジェクトを実施してきた。 
*「PIAETS 手法」は、本件プロジェクト開始後「MP3 手法」（インドネシア語で「参加型農業普及研修手法」）という名称 

に改められた。 

 
１－２ 協力内容 

(1) 上位目標 

MP3 研修の実施を通して、選択地域（西ジャワ州スバン県・西ジャワ州スメダン県・東ジャワ州

パスルアン県・東ジャワ州グレシク県・東ヌサテンガラ州クパン県・南スラベシ州ゴワ県・南カリマ

ンタン州セラタン県）の農業経営が改善される。 

(2) プロジェクト目標 

改善された優良事例活用研修（MP3 手法）を通じて、選択地域の普及員が普及手法を習得する。 

  (3) 成果（アウトプット） 

1) MP3 手法研修プログラムが、カユアンボン農業教育訓練センターで改善される。 

2) 優良事例活用研修の講師訓練プログラムが、カユアンボン訓練センターで確立される。 

3) MP3 手法研修プログラムが、選択地域で適用される。 

(4) 投入（評価時点） 

日本国側     

長期専門家派遣  3 名（3 年目から 2 名） 機材供与 12,492,000 円 
短期専門家派遣 2 名 ローカルコスト負担 25,342,000 円 
研修員受入 7 人  
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相手国側： 
カウンターパート（以下、「C/P」）配置     10 人 
ローカルコスト負担              24 億 7,727.5 万ルピア 
その他 プロジェクト事務所（ジャカルタ、カユアンボン）、公用車  

２．評価調査団の概要 

調査者 団長・総括  花里 信彦  JICA インドネシア事務所 次長 
評価計画   山根  誠  JICA インドネシア事務所 所員 

評価分析   鈴木 篤志  アイ・シー・ネット（株） コンサルタント 

調査期間 2006 年 9 月 4 日～9 月 15 日 評価の種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) 本プロジェクトの投入は日本国側・インドネシア国側ともにほぼ計画通り実施された。 

(2) 成果 3 項目の達成度はいずれも高いレベルで達成される見込みであることが確認された。 

(3) プロジェクト目標の達成状況について、当初計画で示された最大 7 県を超える県において    
MP3 研修が実施されたが、研修に対する研修員評価と事後追跡調査の結果が回収されているのは、

そのうち 2 県に過ぎないため、現段階では総合的な判定を行うことはできない。しかしながら、2 県

の調査、現地調査のインタビュー結果では、いずれも高い割合の研修受講普及員が研修の成果を活用

していることが確認された。また、間接的な指標ながら前プロジェクトの追跡調査で示された MP3
研修を受講した普及員のサービスを受けた農民の反応等を見る限り、MP3 手法による普及活動に対

する農家の反応が高いことが確認されたことから、本プロジェクト目標の達成度は高いレベルに達す

ることが期待される。 

(4) 上位目標達成の見込みに関しては、①PDM で示された上位目標とプロジェクト目標の間に論   

理的な飛躍があったこと、②農業経営の改善という大きな上位目標が達成されるためには、PDM に

は必ずしも示されていない他の多くの外部条件が満たされる必要があること、③プロジェクト活動の

一環として上位目標へのインパクトを客観的に証明するための総合的な調査はまだ実施されていな

いことを理由として、今回の調査では評価することが困難であった。 

 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

インドネシア国では、長年にわたって食糧増産が最大の農業政策の課題とされ、農業普及サービス

もこの目的を達成するために、トップダウンのアプローチで実施されてきたが、1990 年代後半頃よ

り、「付加価値の高い農業の推進」へと政策の焦点が移された。また、1999 年には地方分権化が開始

され、普及員のリクルートや、研修、資金の拠出等、農業普及に関わる多くの機能が地方政府（主に

県）へ移管され始めた。この様な政策変化の中で、農民が抱える課題やニーズに的確に対応しつつ、

地域の特性に合った技術を発掘・普及する、新しいタイプの農業普及手法を導入する必要性が高まっ

た。本件プロジェクトは、「地域優良技術の発掘とその普及」を基本とするボトムアップの参加型普

及アプローチを、普及員への研修を通してインドネシア国の農業普及サービスに導入することを目指

して実施されたものであった。 
一方、日本国政府は、2004 年 11 月策定の国別援助計画において、①民間主導の持続的な成長、②

民主的で公正な社会づくり、③平和と安定という 3 つの重点分野を定めている。JICA は「国別事業

実施計画」において、これら 3 重点分野を踏襲しつつ、5 重点分野を定め、具体的な事業の実施計画

を策定している。5 つの重点分野のうち、本件プロジェクトは「貧困削減」に対する取り組みの 1 つ

として位置付けられ実施されてきた。 
この様に、本件プロジェクトは、対象国政府の開発政策、日本国政府及び JICA の開発援助プログ

ラムとの整合性は高く、また対象グループのニーズに沿った内容であったことから、妥当性は総合的

に高いと判断された。 
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 (2) 有効性 

PDM で設定された 3 つの成果（アウトプット）は、協力期間中にほぼ達成される見込みである。

当初計画で示された、最大 7 県という目標を超える県において MP3 研修が実施されたが、研修に対

する研修員評価と事後追跡調査の結果が回収されているのは、その内 2 県に過ぎない。このため、現

段階では総合的な判定を行うことはできない。しかしながら、2 県の調査、現地調査のインタビュー

結果ではいずれも高い割合の研修受講普及員が研修の成果を活用していることが確認された。また、

間接的な指標ながら、前プロジェクトの追跡調査で示された MP3 研修を受講した普及員のサービス

を受けた農民の反応等を見る限り、MP3 手法による普及活動に対する農家の反応が高いことが確認

されたことから、本プロジェクト目標の達成度は高いレベルに達することが期待される。以上により、

全ての成果はプロジェクト目標実現のために貢献しており、本プロジェクトの有効性は全体的に高い

と判断された。 

(3) 効率性 

最終評価アンケートに示された「効率性」についての回答や、インタビュー情報等から、日本国側

からの投入（専門家派遣、供与機材、本邦研修、ローカルコスト負担）は、いずれも適正に実施され、

プロジェクト活動のために効率的に利用されたと判断される。 
一方、インドネシア国側からのプロジェクト活動費の拠出が、特に 1 年目はしばしば遅れたことが、

プロジェクトの進捗に影響を及ぼした。しかし、これは、当国の予算申請時期（8 月）と本プロジェ

クトの R/D 締結（10 月）のタイミングのズレに起因する問題で、ある意味不可避であったとも言え

る。プロジェクトの開始後、予算獲得に向けたインドネシア国側の努力により、2 年目からは顕著な

増加が見られた。なお、今後の教訓としては、予算不足による 1 年目の活動停滞という事態を避ける

ために、プロジェクト開始前に日本国側・インドネシア国側双方による事前準備を行う時間を設定す

ることが有効であったかもしれない。 
適切な基準が無いので、プロジェクトの費用対効果を測定することは困難であったものの、参考ま

でに行った先行プロジェクトとの投入量の比較では、本件プロジェクトの投入が極端に大きかった事

実は認められなかった。当初計画では、プロジェクト期間中に最大で 7 県の普及員に対して MP3 研

修を実施することを目標としていたが、本調査が行われた時点ですでにこの目標はクリアし、更にイ

ンドネシア国側の投入によりジェクトの費用対効果は、達成した成果の規模から見ても悪くはなかっ

たものと判断される。 
以上の分析により、本プロジェクトの総合的な効率性は、中～高レベルと判断された。 

(4) インパクト 

本調査団が、調査期間中に訪問した訓練センターの職員へのインタビューでは、各センターとも

MP3 研修の内容や重要性をよく理解しており、他の研修コースでも同手法を紹介したり、その一部

を取り入れたりしていることが確認された。その意味で、本プロジェクトは、訓練センターの教官や

普及員に、今までとは異なった普及手法を取入れる機会を提供したという意味で、大きなインパクト

をもたらしていると言える。 
しかし、「（対象地域）農家の農業経営が改善される」とする上位目標に対して、本件プロジェクト

がどの程度のインパクトをもたらしたか、あるいはもたらすかという点に関しては、今回の調査では

評価することが困難であった。その理由として、 

1) PDM で示された上位目標とプロジェクト目標の間に論理的な飛躍があったこと 

2) 農業経営の改善という大きな目標が達成されるためには、PDM には必ずしも示されていない    
他の多くの外部条件が満たされる必要があると考えられたこと 

3) プロジェクト活動の一環として上位目標へのインパクトを客観的に証明するための総合的な    

調査はまだ実施されていないこと 

等であった。PDM の論理関係や外部条件については、開始前、あるいは開始直後のいずれかの  
段階で再検討される必要があったものと考えられる。 

本プロジェクトのインパクトは、以上の様な分析に基づき、中程度と判断された。 
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(5) 持続発展性 

プロジェクト活動の結果、全国 7 つの国立訓練センターの教官は、普及員に対して MP3 研修を実

施するために必要な知識と技能を満足なレベルで獲得しており、これらの教官は、プロジェクト終了

後も、外部からの技術的な支援は無くても MP3 研修を継続できる状況にある。また、本調査団が訪

れた研修センターでは、来年以降も、MP3 研修を継続的に実施する意向であることが確認されてい

る。従って、技術的、組織的な意味での持続発展性は高いと判断された。 
また、プロジェクト実施期間中、研修に係る経費は、中央政府（訓練センター）、地方政府と JICA

の間でシェアされたが、終了後は、中央政府と地方政府によってこの経費がまかなわれる必要がある。

来年以降、各センターが MP3 研修を引き続き実施できるかどうかは、それを可能とする資金が確保

されるかどうかに影響される。この点について、人材開発庁は、各センターに対して、来年度の予算

に MP3 研修経費を含めるよう指導していること、本調査団が訪問した全てのセンターでは、その手

配が既になされていることが確認されたこと、MP3 研修を普及員に受講させることを希望している

県が既に幾つか候補になっており、そうした県では、研修への経費を自ら負担する意思を表明してい

る等の状況から見て、最も懸念される財政的な持続発展性についても、ある程度高いものと判断され

た。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

専門家、C/P 参加による定期的なミーティングの開催等、コミュニケーションの場を増加させるよう関

係者が努力したことによって実施プロセスで起きた種々の問題は徐々に軽減され、結果的に本プロジェク

トの活動は概ね順調に実施された。その他、実施プロセスにおける促進要因として、前プロジェクトで活

動したカユアンボン・アグリビジネス農業教育訓練センターの教官が再び C/P として配置され、活動の継

続性が確保されたこと、各訓練センターの教官が、MP3 手法を理解し、取入れる能力を十分に持ってい

たこと、派遣された専門家の現地語によるコミュニケーション能力が高かったこと等が確認された。 
 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

上位目標とプロジェクト目標の論理的な飛躍があったため、本件プロジェクトは MP3 研修の全国

展開が中心か、MP3 研修の制度化を目指すのか、あるいは MP3 手法を活用しながら地方自治体（県）

の普及活動を改善し、その地域の営農改善につなげることを目指すのか、全体的な理解の共有ができ

ないままであったとの指摘があった。 

(2) 実施プロセスに関すること 

発足後の実施プロセスでは、特に活動 1 年目に実施関係者内部（専門家・C/P 職員）のコミュニケ

ーションや活動費不足等の問題がしばしば発生し、プロジェクトの進捗に影響を及ぼしたことが報告

された。この要因としては、プロジェクト事務所をジャカルタとバンドン（カユアンボン）という距

離の離れた 2 カ所に設置したことが、内部コミュニケーションを難しくしたとの指摘もあった。しか

し、専門家、C/P 参加による定期的なミーティングの開催等、コミュニケーションの場を増加させる

よう関係者が努力したことによって問題は徐々に軽減されていった。 
 

３－５ 結論 

本調査の結果とその分析から、本件プロジェクトの活動は、日本人専門家とインドネシア国側 C/P 職員

による密接な協力により、計画に沿って順調に実施されてきたと結論付けることができる。設定された成

果とプロジェクト目標は、来年 1 月 4 日のプロジェクト終了日までにほぼ達成される見込みである。その

意味で、プロジェクトは「成功」しつつあると言えよう。プロジェクトの進捗に貢献した要因としては、

プロジェクトの目標達成に向けた日本国側・インドネシア国側双方関係者の努力と良好な関係、C/P や訓

練センター教官のプロジェクトの推奨する技術（手法）に対する理解と高い吸収能力等があった。 
一方、プロジェクト・デザインの問題として、上位目標とプロジェクト目標の間の論理的な飛躍があっ

たことが確認された。インドネシア国の農業普及サービスを農村コミュニティにとって有益なものとし、

上位目標である「農業経営の改善」を達成していくためには、本件プロジェクトによる取り組みだけでな
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く、他にも多くの努力が継続される必要があるものと考えられた。 
 

３－６ 提言 

本件プロジェクトの終了までに、以下が取り組まれることを提言した。 

1) プロジェクトが 10 月に予定しているフォローアップ・ワークショップに MP3 講師研修（TOT） 
参加者のみならず、各訓練センターで MP3 研修に関与したセンター教官を含めること。 

2) 人材開発庁訓練開発局と各訓練センターは、県政府当局に対して MP3 手法についての啓発活 
動を継続すること。 

3) プロジェクトは終了後 3～5 年の MP3 研修実施に係る中期的な行動計画を、プロジェクト期間  

中に策定すること。 

 

また、プロジェクト終了後に、引き続き取り組むべき事項として、以下を提案した。 

1) 人材開発庁訓練開発局は、各訓練センターが対象県の普及員に対して MP3 研修を継続できる 
様に予算の確保を確実に行うこと。 

2) 本件プロジェクトの結果を把握するために、全ての訓練センターで研修後評価調査を実施し、結果

をまとめること。 

3) プロジェクト終了後数年以内に、人材開発庁は訓練センターや県政府と協力して、インパクト 

調査を実施すること。 

4) 人材開発庁は、農業省内に新たに設置された「データベース・ユニット」等と協力して、プロ  

ジェクト終了後もその有効活用に努めること。 

5) プロジェクトで供与された機材は、プロジェクト終了後も、MP3 研修普及を目的とした活動 

のために、末永く有効に使われるべきこと。 

6) 訓練センター間や庁内のデータベース・ユニットを結ぶネットワークを構築することが有効で 

ある。 

7) 訓練開発局は、2KR 見返り資金による P4S 研修プロジェクトや、世銀融資の FEATI プロジェ 
クト、あるいは国際農業開発基金（IFAD）融資による農村エンパワーメント農業開発（READ）プ

ロジェクト等で、本件プロジェクトの成果が活用される様に、中心的な役割を果たすこと。 
8) 近隣国との参加型普及に関わる経験の共有が可能となる様に、JICA として今後協力を検討す 

る。 
 

３－７ フォローアップの状況 

該当無し 
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第１章 評価調査の概要 

 

１－１ プロジェクト実施の背景 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア国」）の農業政策は、スハルト時代のビマス運動（主

要穀物増産運動）に代表される「食糧増産」から、国家開発計画（PROPENAS、2000 年～2004 年）

の枠組みの下に「農家収入の向上」へ転換が図られた。特に 2000 年 11 月に農業省によって取りま

とめられた「2001 年～2004 年 農業開発計画」においては特に「アグリビジネス」重視の考え方に

基づき、農民に対して農作物の付加価値の付与やマーケティングの強化といった近代的経営を志向

する「儲かる農業」が奨励された。同計画の中で、営農技術の普及はアグリビジネスの発展のため

に不可欠なサービスと位置付けられ、これを実現するためには農民を直接指導する農業普及員の能

力向上が重要との認識が示された。こうした状況の中、普及員には従来の農産物の生産技術指導に

加え、市場の情報や農民組織の運営改善といったコンサルタント的な役割が求められることとなっ

た。しかしながら、インドネシア国では、その様なニーズに対応できる様な農業普及員の能力を組

織的に向上させていくための訓練プログラムが未整備であった。 

この様な背景から、独立行政法人国際協力機構（以下、「JICA」）はインドネシア国政府からの

要請に基づき、1999 年 9 月から 2002 年 3 月まで西ジャワ州のカユアンボン・アグリビジネス農業

教育訓練センターをモデルとした「農業普及・研修システム改善計画（Project for Improvement of 

Agricultural Extension and Training System：PIAETS）」の実施を支援した。同プロジェクトは、地域

内の先進農家の優良事例を発掘・分析し、普及教材にとりまとめて活用する参加型農業普及の研修

手法（PIAETS 手法1）を開発するとともに、同手法を適用した普及員研修プログラムを西ジャワ州

バンドン県内で試行的に実施した。2001 年 11 月に実施された同プロジェクトの終了時評価調査に

おいて、同手法は普及員の能力向上の手段として有効であることが確認された。 

インドネシア国政府は、PIAETS プロジェクトの成果を基に、アグリビジネス振興の政策に対応

すべく、農民組織化やマーケティングといった新しい概念を取り入れることで PIAETS 手法に基づ

く教材作成・指導手法を改善するとともに、バンドン県に限定された普及員研修プログラムを他県

にも広めていくために、PIAETS 後継プロジェクトとして本件技術協力への支援を我が国へ要請し

た。これに応じて、JICA は 2004 年 1 月 5 日から 3 年間の計画で本件技術協力プロジェクトを実施

してきた。 

 

１－２ 調査の目的 

本件プロジェクトは現在、2007 年 1 月の協力期間終了に向け、活動のとりまとめに入っている

段階にあるが、プロジェクトが当初設定した効果を上げつつあるかどうか総合的に検証するととも

に、プロジェクト終了に向け日本国側・インドネシア国側双方が取るべき対応策について提言を行

うために、終了時評価調査を実施した。本終了時評価調査の詳細な目的は以下の通り。 

(a) これまで実施した本件プロジェクトの協力活動について当初計画に照らし、計画達成度（投 

入・活動実績、アウトプット・プロジェクト目標の達成状況）を把握する。 

                                                  
1 「PIAETS 手法」は、その後「MP3 手法」（インドネシア語で「参加型農業普及研修手法」）という名称に改められた。手法の概

要を付属資料 1 に示した。 
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(b) 計画達成度を踏まえ、JICA 事業評価ガイドラインに沿って評価 5 項目（妥当性・有効性・ 

効率性・インパクト・自立発展性）の観点からプロジェクトを評価する。 

(c) 調査結果から、本件プロジェクトの日本国側及びインドネシア国側の今後の対応について

提言を行う。 

 

１－３ 調査団の構成と調査日程、面談者 

(1) 調査団の構成 

団長・総括   花里 信彦 JICA インドネシア事務所 次長 

評価計画     山根   誠    JICA インドネシア事務所 所員 

評価分析     鈴木 篤志 アイ・シー・ネット（株） コンサルタント 

 

(2) 調査期間と日程 

本調査は、下表に示される通り、2006 年 9 月 4 日（月）から 9 月 15 日（金）までの日程で

実施された。 

日順 月日 活動内容 担当 
1 9/4 

（月） 
団内打合せ、専門家へのインタビュー、大使館表敬訪問 山根、鈴木 

2 9/5 
（火） 

訓練開発局長、C/P へのインタビュー、農業省国際協力局 
表敬 

花里、山根、 
鈴木 

3 9/6 
（水） 

ジャカルタ→マラン移動、バトゥ・ケティンダン農業教育訓

練センター教官へのインタビュー、ケティンダン泊 
鈴木（八木専門家、

C/P 同行） 
4 9/7 

（木） 
パスルアン県ゴンダ・ウェタン郡 MP3 受講普及員、農民グル

ープへのインタビュー、スラバヤ泊 〃 

5 9/8 
（金） 

グレシク県メンガンティ郡 MP3 受講普及員、農民グループへ

のインタビュー、スラバヤ泊 〃 

6 9/9 
（土） 

スラバヤ→ジャカルタ移動、調査結果の取りまとめ、 
ジャカルタ泊 

 

7 9/10 
（日） 

調査結果の取りまとめ、ジャカルタ泊  

8 9/11 
（月） 

ジャカルタ→バンドン県移動、カユアンボン・アグリビジネ

ス農業教育訓練センターC/P・教官へのインタビュー、調査結

果の取りまとめ、レンバン泊 

山根、鈴木（八木専

門家同行） 

9 9/12 
（火） 

カユアンボン・アグリビジネス農業教育訓練センター所長へ

のインタビュー、スバン県ビノン郡 MP3 受講普及員、農民グ

ループへのインタビュー 

山根、鈴木（八木・

飯川専門家同行） 

10 9/13 
（水） 

団内打合せ、レポート作成 花里、山根、鈴木 

11 9/14 
（木） 

調査結果のプレゼンテーションと討議、レポート修正 花里、山根、鈴木 

12 9/15 
（金） 

M/M 最終合意 花里、山根、鈴木 

 

(3) 主要面談者 

＜インドネシア国側関係者＞ 

農業省国際協力局 

Yusral Tahir 職員 
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農業省農業人材開発庁訓練開発局 

Mr. Heri Suliyanto 訓練開発局局長（プロジェクト・マネージャー）

Ms. Ella Rosilawati Kosim 訓練・協力課課長（C/P） 

Dra. Dewi Darmayanti 訓練・協力係係長（C/P） 

Mr. Dikdik Diharlan 訓練開発局教官（C/P） 

Mr. Zahron Helmy 普及局普及専門員（C/P） 

カユアンボン・アグリビジネス農業教育訓練センター 

Drs. Suryowihardi 所長 

Mr. Asep Adinata 教官（C/P） 

Mr. Oman Abdurachman 教官（C/P） 

Mr. Dadi Sumardi 教官（C/P） 

 

＜日本国側関係者＞ 

在インドネシア日本国大使館 

瀬尾   充 

 

一等書記官 

JICA 専門家 

八木 和彦 

 

チーフアドバイザー・業務調整 

飯川   泉 農業普及・研修 

東ジャワ、西ジャワ州訪問時に面会したその他の関係者リストは、付属資料 2 として添付した。 

 

１－４ 評価対象プロジェクトの概要 

2003 年 10 月 29 日に、本件プロジェクトに係る実施協議が行われ、インドネシア国の農業省農

業人材開発庁長官と JICA インドネシア事務所長の間で事業の内容について合意された。本件プロ

ジェクトの概要は、表 1 の通り。 

表 1 プロジェクト概要 
項 目 内 容 

プロジェクト名 和名：農業経営改善のための農業普及員訓練計画 
英名：The Project for Training of Agricultural Extension Officers on Improvement of Farm 

Management 
実施機関 ①農業省農業人材開発庁 

②カユアンボン・アグリビジネス農業教育訓練センター 
本邦協力機関 農林水産省、他関連機関 

R/D 締結日 2003 年 10 月 29 日 
協力期間 2004 年 1 月 5 日～2007 年 1 月 4 日 3 年間 
対象地域 国立農業教育訓練センター（BBDA/BDA）が所在する最大 7 県（西ジャワ州スバ

ン県・スメダン県・東ジャワ州パスルアン県・グレシク県・東ヌサテンガラ州クパ

ン県・南スラウェシ州ゴワ県・南カリマンタン州セラタン県） 
  ターゲット・ 

グループ 
対象県の国立農業教育訓練センター（BBDA/BDA）教官及び上級、フィールドレ

ベルの農業普及員 
上位目標 （MP3 研修の実施を通して、）選択地域の農業経営が改善される。 

プロジェクト目標 改善された優良事例活用研修（MP3 手法）を通じて、選択地域の普及員が普及手

法を習得する。 
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項 目 内 容 
期待される成果 1. MP3 手法研修プログラムが、カユアンボン農業教育訓練センターで改善される。

2. 優良事例活用研修の講師訓練（TOT）プログラムが、カユアンボン・アグリビ

ジネス農業教育訓練センターで確立される。 
3. MP3 手法研修プログラムが、選択地域で適用される。 

主な活動 1. MP3 プログラムの改善を行う。 
2. 講師研修（TOT）を実施する。 
3. MP3 研修手法を他地域へ展開する。 

関連協力事業 農業普及・研修システム改善計画（1999 年 9 月 1 日～2002 年 3 月 31 日実施） 
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第２章 調査の方法 

 

２－１ 評価設問の設定とグリッドの作成 

本評価調査は、「JICA 事業評価ガイドライン（2004 年）」に示された、プロジェクト・サイクル・

マネジメント（PCM）の評価手法によって実施した。調査を実施するにあたり、計画達成度の把

握、実施プロセスの検証、5 項目による評価を行うための評価設問を設定した。それぞれの評価設

問に対し、必要な情報・データ、その情報源や収集方法について検討し、付属資料 3 に示した評価

グリッドを作成した。現地調査における情報・データの収集は、作成した評価グリッドに沿って行

った。 

なお、本プロジェクトのプロジェクト･デザイン・マトリックス（PDM）については、プロジェ

クト開始後、日本人専門家とインドネシア国側 C/P によって逐次見直しが行われた。この結果、プ

ロジェクト実施期間中 PDM の枠組みに係る大きな変更は無かったものの、主に「外部条件」の記

載事項を中心に PDM の内容に変更が加えられた。なお、R/D 署名後に変更された内容と変更理由

を表 2 にまとめた。これら見直しによって作成された最終版の PDM は付属資料 4 に示された通り

で、本評価調査はこの最終版 PDM に基づき実施した。 

 

   表 2  PDM の変更内容と理由 
項目 変更内容 理由 
全 般 手法の名称を“PIAETS”（前プロジェクト名の略称）から“MP3” 

（現地語で「参加型農業普及手法」を意味する）に変更。 
現地語による表現の方

が、農家や関係者に分

かり易くする。 
上位目標 「MP3 研修の実施を通して農業経営が改善される」に変更。 プロジェクトは研修を

通して農業経営改善に

役立つことをより明確

にする。 
項目 1-2：“Farmers’ group management”を“Farmers’ organization 
management”に変更。 

“Farmers’ group”は、一

般的に認められていな

い任意の農家グループ

をも含まれる恐れがあ

る。 
「項目 1-4：（優良事例）データベースを構築、運用する」を追

記。 
成果 1「MP3 研修プロ

グラム改善」実現のた

めに不可欠な活動と考

えられる。 

活 動 

項目 2-3：“Follow-up the training activities of TOT trainees”を削除。 この活動は、活動項目 3
の一環と考えられたこ

とから、整理・統合す

る。 
指 標 成果 1：「構築された（優良事例）データベースが、各センター

教官と普及員に維持、活用される」を追記。 
 

プロジェクト目標→上位目標レベル：「MP3 手法が継続して改

善される」を追記。 
 外部条件 

プロジェクト目標→上位目標レベル：「地方自治体による普及

活動が現在のレベルで実施される」を追記。 
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項目 変更内容 理由 
成果→プロジェクト目標レベル：「県政府により普及員に対す

る普及活動費が確保される」を削除。 
研修経費が多少なりと

も確保される様な県を

選択するアプローチを

とるため、自己矛盾が

ある。 
成果→プロジェクト目標レベル：「新しい普及手法が農家に受

け入れられる」を削除。 
普及手法＝研修手法を

農家に受け入れられる

様に改善すること自体

がプロジェクトの活動

と考えられる。 
成果→プロジェクト目標レベル：「研修センターが講師訓練を

継続実施するための予算がプロジェクト実施後も措置される」

を削除。 

前提条件に含まれる。

 

成果→プロジェクト目標レベル：「普及システムに大きな変更

が無い」を追記。 
 

「BDA 教官の研修開催地への旅費がインドネシア国側で確保

される」と「BDA の研修予算が執行される」を、「BBDA/BDA
での MP3 研修予算がインドネシア国側で確保される」に変更。

旅費も研修経費の一部

である。 
前提条件 

「カユアンボン BDA・その他の BDA・県の協力関係が構築さ

れる」を「十分である」に変更。 
和文・英文 PDM 間の齟

齬の訂正。 
ターゲット・

グループ 
「BDA の教官、選択県の上級及び農業普及員」に変更。 和文・英文 PDM 間の齟

齬の訂正。 
 

２－２ 情報・データ収集 

評価作業に必要な情報・データは、主にプロジェクト関連文書・報告書のレビュー、関係者（日

本人専門家、C/P 及びその他実施機関関係者）へのアンケート（付属資料 9 Annex 1）、インタビュ

ー、面談、協議を通じて収集し分析した。なお、本調査のために参考とした主な関連文書のリスト

を、付属資料 5 に示した。現地調査においては、首都ジャカルタの他、西ジャワ、東ジャワ州を訪

問し、プロジェクト関係者や研修の対象となった農業普及員、最終受益者農民（グループ）へのイ

ンタビューも行った。 

 

２－３ データの分析とレポート作成 

現地調査から得られた情報を調査団で集計・分析し、評価レポートのドラフト（英語）を作成し

た。そのドラフトに基づき、プロジェクト関係者に対してプレゼンテーションを行い、調査結果の

フィードバックを行うとともに、評価結果、更には今後の課題や展望について意見交換した。ここ

で出された意見を取り込んで、最終評価レポートを作成した。レポートは、合意文書（Minutes of 

Meetings）として、インドネシア国側農業人材開発庁長官と日本国側評価調査団団長との間で署名

をした（付属資料 9）。 

 

２－４ 調査の制約・限界 

本評価調査では、可能な限り客観的で包括的な情報・データの入手に努めたが、限られた時間内

での調査と評価分析のため、以下に示す様な制約があった。 
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(a) 本プロジェクトが対象としたのは、全国 7 カ所の国立農業訓練センターと 7 県だが、本調査

で実際に訪問できたのは、メインサイトであった西ジャワ州のカユアンボンと東ジャワ州内 2

カ所の訓練センターと 3 県のみであった。面談による情報収集は、これら限られた対象地にお

ける限られた対象者からのみ可能だった。 

(b) 投入や活動の適性度といった価値判断については、アンケートの方法に工夫を加える等、で

きる限り定量的・客観的な分析になる様に努力した。しかし、量的なデータが入手できない場

合、関連資料やアンケート、面談者の証言を調査団が可能な限り客観的な視点から検証し、定

性的な情報として分析した。 
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第３章 調査の結果（プロジェクトの実績） 

 

３－１ 日本国側からの投入実績 

(1) 専門家派遣 

R/D で合意された計画に基づき、プロジェクト実施期間中に長期専門家 3 人、短期専門家 2  

人が派遣された。派遣専門家の詳細は、表 3 に示した通り。 

表 3 専門家の派遣実績 
区分 氏  名 指導分野 派遣期間 

八木 和彦 チーフアドバイザー 
（2006/1/5 から業務調整兼務） 2004/01/05～2007/01/04（36M/M） 

飯川  泉 農業普及（2006/1/5 から研修分野兼務） 2004/02/05～2007/01/04（35M/M） 
長期 

牧野 千秋 研修／業務調整 2004/01/05～2006/01/04（24M/M） 
西村 美彦 マーケティング 2004/08/01～08/28（0.9M/M） 

短期 
板垣 啓子 農民組織化 2004/08/22～10/05（1.5M/M） 

 

(2) 本邦 C/P 研修 

表 4 に示された通り、プロジェクト期間中に 7 人の C/P が日本国で研修を受けた。 

表 4 本邦 C/P 研修の実績 
No. 氏名 役職・所属 研修内容 研修期間 
1 Dr. Soedijanto 

Padmowihardjo 
訓練開発局長 農業普及研修行政 2004/03/15～03/26（14 日）

2 Mr. Oman 
Abdurachman 

カユアンボン訓練

センター教官 
農業普及研修 2004/12/02～12/18（16 日）

3 Mr. Duddy R. 
Dewayana 

訓練開発局長 農業普及研修 2005/06/20～07/03（14 日）

4 Ms. Ella Rosilawati 
Kosim 

計画協力課長 農業研修、普及、 
協同組合 

2005/09/11～09/24（14 日）

5 Mr. Asep Adinata カユアンボン訓練

センター教官 
農業普及研修 2006/05/28～06/10（14 日）

6 Dra. Dewi 
Darmayanti 

協力係長 農業普及システム 2005/09/17～09/30（14 日）

7 Mr. Dadi Sumardi カユアンボン訓練

センター教官 
農業普及システム 2005/09/17～09/30（14 日）

 

(3) 機材供与 

総額 1,250 万円相当分の機材が、プロジェクト活動のために調達・供与された。供与された

機材の詳細は表 5 に示される通り。 
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表 5 機材供与の実績 

No. 供与時期 品目 数 単価 小計 保管場所 
1 2004/01 車両 2 ¥1,784,500 ¥3,569,000 人材開発庁、カユアンボン 
2 2004/07 コピー機 1 3,330US$ 3,330US$ カユアンボン 
3 2004/07 コピー機 1 3,832US$ 3,832US$ 人材開発庁 
4 2004/07 デジタルカメラ 8 453US$ 3,624US$ 人材開発庁、各研修センター

5 2004/07 コンピュータ 
（デスクトップ型） 8 2,179US$ 17,432US$ 人材開発庁、各研修センター

6 2004/07 プリンタ 8 337US$ 2,696US$ 人材開発庁、各研修センター

7 2004/07 LCD プロジェクタ 8 1,838US$ 14,704US$ 各研修センター 
8 2004/07 輸送経費 1 2,097US$ 2,097US$  

9 2006/01 コンピュータ 
（ノート型） 7 1,390US$ 9,730US$ 各研修センター 

10 2006/01 アプリケーション 7 295US$ 2,065US$ 各研修センター 
11 2006/01 アプリケーション 7 45US$ 315US$ 各研修センター 
12 2006/01 デジタルカメラ 8 165US$ 1,320US$ 人材開発庁、各研修センター

合計（換算レート：1US$=110 円） ¥10,294,500  
 

(4) 日本国側のローカルコスト負担 

プロジェクト実施期間中に 21 億 1,186 万ルピア（2,534 万円相当）のローカルコストを日本

国側が負担した。その使途項目は表 6 に示す通りで、消耗品の購入等、一般現地業務費の支出

割合が最も高かった。 

 

  表 6 日本国側のローカルコスト負担（2003 年 1 月～2006 年 12 月） 

費目 使     途 合計 1) 

（1,000 ルピア） 
割合 
（%） 

一般業務費 消耗品、車両燃料費等 1,530,869 72 
出張旅費 専門家、C/P 出張旅費 309,391 15 
会議費 ミーティング、ワークショップ 

開催経費 19,268 1 

ローカルコンサルタンツ

契約 
マーケティング、農民組織調査経費 60,000 3 

傭人費 ローカルスタッフ、研修外部講師謝金 192,330 9 

合     計 2,111,858 
2,534.2 万円 2) 

100 

1) 2006 年度分は、見込み額を含む。 2) 換算レート 1 ルピア＝0.012 円 
 

３－２ インドネシア国側からの投入実績 

(1) C/P 職員の配置 

本プロジェクトへのインドネシア国側 C/P の配置は、表 7 に示される通り。なお、農業省で

は組織改編の動きもあり、プロジェクト・ディレクターとマネージャーの交代が頻繁にあった。

C/P は全て通常業務との兼任だった。 

 

 

 

 



 10 
 

表 7 C/P 職員の配置実績 
プロジェクト内

の任務 氏名 所属・役職 期間 

Dr. Sinis Munandar 人材開発庁長官 2004/01/05～04/30 
Mr. Suwandi 人材開発庁長官代理 2004/05/01～09/30 
Dr. Soedijanto Padmowihardjo 人材開発庁長官 2004/10/01～2005/05/31 

プロジェクト・

ディレクター 

Dr. Ato Suprapto 人材開発庁長官 2005/06/01～2007/01/04 
Dr. Soedijanto Padmowihardjo 訓練開発局長 2004/01/05～09/30 
Dr. Adolf Lucky Longdong 訓練開発局長 2004/10/01～2005/08/31 

プロジェクト・

マネージャー 
Mr. Heri Suliyanto 訓練開発局長 2005/09/01～2007/01/04 
Mr. Herry Achmad Bazuri 計画協力課長 2004/01/05～2005/11/30 
Ms. Ella Rosilawati Kosim 計画協力課長 2005/12/01～2007/01/04 
Ms. Ella Rosilawati Kosim 協力係長 2004/01/05～2005/11/30 
Dra. Dewi Darmayanti 協力係長 2005/12/01～2007/01/04 
Mr. Dikdik Diharlan 訓練開発局付教官 2005/12/01～2007/01/04 
Mr. Zahron Helmy 普及開発局専門員 2005/12/01～2007/01/04 
Mr. Asep Adinata ｶﾕｱﾝﾎﾞﾝ訓練ｾﾝﾀｰ教官 2004/01/05～2007/01/04 
Mr. Oman Abdurachman ｶﾕｱﾝﾎﾞﾝ訓練ｾﾝﾀｰ教官 2004/01/05～2007/01/04 
Mr. Dady Sumardi ｶﾕｱﾝﾎﾞﾝ訓練ｾﾝﾀｰ教官 2004/01/05～2007/01/04 
Mr. Duddy Dewayana ｶﾕｱﾝﾎﾞﾝ訓練ｾﾝﾀｰ所長 2004/01/05～2005/12/31 

C/P 

Drs. Suryowihardi ｶﾕｱﾝﾎﾞﾝ訓練ｾﾝﾀｰ所長 2006/01/01～2007/01/04 
 

(2) インドネシア国側のローカルコスト負担 

プロジェクト関連活動のためにインドネシア国側から投入されたローカルコストは、表 8

に示した通り。プロジェクトの進捗に伴い、投入額に顕著な増加がみられる。 

表 8 インドネシア国によるプロジェクト関連経費の投入実績 

内    容 2004 年 2005 年 2006 年  合計 1) 

（1,000 ルピア）

割合 
（%） 

プロジェクト運営費 79,820.0 94,900.0 315,000.0 4,89,720.0 20 
MP3 研修費用（中央政府負担分）  258,010.0 781,905.0 1,039,915.0 42 
MP3 研修費用（地方政府負担分）  41,400.0 405,370.0 446,770.0 18 
ワークショップ開催経費  87,700.0 153,150.0 240,850.0 10 
マニュアル印刷作成費   260,020.0 260,020.0 10 

合計 79,820.0 482,010.0 1,915,445.0 2,477,275.0 
297.3 万円 1) 

100 

1) 換算レート 1 ルピア＝0.012 円 

 

(3) 施設・機材の提供 

プロジェクト活動のためにインドネシア国側から投入された施設・機材を表 9 にまとめた。 

表 9 インドネシア国により投入された施設・機材 
No. 施機材名 期間 備考 
1 農業人材開発庁プロジェクト事務室 2004/01/05～2007/01/04  
2 BBDAH カユアンボン・プロジェクト事務所 2004/01/05～2007/01/04 2 回移動あり 
3 公用車（専門家利用分） 2004/01/05～2007/01/04 3 台 
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３－３ 活動の実績 

プロジェクト実施チームの進捗報告書、関係者からの聞き取りにより、プロジェクト活動は様々

な課題に直面しながらも、ほぼ計画通りに実施されてきたことが確認された。プロジェクト開始直

後に合意された「実施計画書（PO）」で計画された活動と、期間中に実際に行われた活動及び関連

する成果物を以下にまとめた。ここで示す通り、終了時までに本プロジェクトの活動は計画に対し

てほぼ 100％が達成される見込みである。 

活動項目 1 ：MP3 研修プログラムの改善 
PO に記載された活動内容 主な活動実績 関連する成果物

1.1 前プロジェクトの PIAETS 手法 
試行研修受講者のフォローアッ

プを行う。 
1) 一般情報の収集・分析 
2) ETS 研修受講者の現状把握 
3) 講普及員から普及サービスを 

受けた農民の調査実施 
4) 調査の取りまとめと分析 
5) フォローアップ活動 

 

1) PIAETS 研修受講者（バンドン県普及員） 
へのアンケート調査の実施 

2) PIAETS 研修受講者からサービスを受けた 
農家の追跡調査 

3) PIAETS 研修受講者フォローアップワーク 
ショップの実施 

1 回目（2004/5/18-19）：元研修生 84 人参加 
2 回目（2006/2/1-3） ：元研修生 76 人参加 

・元受講生への 
アンケート調査

結果概要 
・セミナー実施 
報告書 

1.2 農民組織の運営やマーケティン

グ等の概念を研修に取り入れる。

1) 「農民組織」「マーケティング」 
に係る調査 

2) 同調査の取りまとめと分析 
3) 調査結果に基づく研修内容の 

改善 
 

1) バンドン県内のマーケティングと農民組 
織に関するローカルコンサルタント委託

調査の実施（2004 年 7～8 月） 
2) 短期専門家 2 人による調査・助言・セミナ 

ーの実施（2004 年 8～10 月） 
3) 調査結果・提言を盛り込んだ研修の実施 
 

・ローカルコンサ

ルタント調査

報告書 
・短期専門家業務

完了報告書 
・農家調査報告書

・MP3 研修実施 
報告書 

1.3 前プロジェクトで開発された研 
修マニュアルを改訂する。 

1) 既存の研修カリキュラムとマニ 
ュアルの改訂 

2) 優良農業系技術の事例のデータ 
ベース化 

 

1) 既存の MP3 マニュアルの分析、活動 1-1、 
1-2 の結果、MAT 活動の反省事項等の情報

に基づき、研修マニュアルを改訂 
2) バンドン県における優良事例データベース 

の作成、利用方法についての研修、全国の

研修センターへの送付 
3) 2005 年・2006 年に MP3 研修を実施した 5  

県の優良事例集を製本、配布 

・改訂版 MP3 
マニュアル 4種

・優良事例データ

ベース（マニュ

アルと CD） 
・5 県の優良事例

集 

 

活動項目 2 ：TOT 研修の実施 
PO に記載された活動内容 主な活動実績 関連する成果物

2.1 TOT 研修プログラム・計画を   
策定する。 

1) TOT の試験的な実施 
2) 改善のための情報収集 
3) 既存の TOT カリキュラムと 

マニュアルの見直し 
4) TOT 実施計画の策定 

1) 試行 TOT 実施（カユアンボン BBDA で 
2004/6/28-7/8）と改善点の抽出 

2) 訓練センター講師対象の TOT ワークショ 
ップに向けたカリキュラム・マニュアル等

の見直し、実施計画の策定 
 

・改訂版 TOT 
カリキュラムと

マニュアル 

2.2 BDA 教官及び県の上級普及員 
に対する TOT を実施する。 

 

1) 7 訓練センター講師 28 人（内 2 人は本省 
職員）を対象に TOT ワークショップを実

施（2005/2/21- 3/11） 
2) ジャンビBDAで政府独自予算によるTOT 

研修（2006 年 3 月） 

・TOT・MP3 研修

実施概要報告書
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2.3 TOT マニュアルを改訂する。 1) 実施済 TOT の反省事項に基づくマニュア 
ルの改訂 

・改訂版 TOT カリ

キュラムとマニ

ュアル 2 種 

 

活動項目 3 ：MP3 研修手法の他地域への展開 
PO に記載された活動内容 主な活動実績 関連する成果物

3.1 選択された県の普及員対象に改

善されたMP3手法の研修を行う。

1) MP3 実施対象県選定基準の検討 
2) 対象候補の訓練センター 

（BBDAs/BDAs）・対象県に関 
する情報収集と分析 

3) 対象 BBDAs/BDAｓと県の選定 
4) MP3 研修の計画・実施に関す   

る対象県向け指導 
5) 対象県外の県における MP3 手 

法導入の支援 
 

1) 県当局からプロポーザルを得た上で対象 
県を選定するという当初のアプローチは、 
MP3 手法への理解不足から機能せず、各

BBDA/BDA による対象県の選定とプロジ

ェクト側の是認方式に変更された。 
2) MP3 啓発活動の展開（2004/8：主任教官会 

議、2004/9：全国訓練所会議、2004/10：県 
幹部、2005/1：スバン・クパン県、2005/9： 
普及関係者全国セミナー、2005/10：スメ 
ダン県、2005/12：HS セラタン県、2006/5： 
西ジャワ州 6 県対象等） 

3) ポスター、カレンダー、ダイアリーの配布、 
農業専門誌を通した広報活動の実施 

4) 訓練センター主催で普及員向け MP3 研修 
の実施（2005 年 3 県、2006 年 4 県） 

5) インドネシア国側独自予算による研修実施 

・7 県での研修実施

報告書 
 

3.2 選択された地域における MP3 
手法の成果をモニタリング・ 
評価する。 

1) 研修受講者による普及活動の 
現状把握調査 

2) 同調査の取りまとめと分析、 
対処法についての検討 

1) 2005 年に研修実施した 3 県の受講者を対 
象とした研修事後評価調査の実施 

2) MAT 活動：①スバン県（2005 年 5～8 月）、 
②クパン県（2005 年 7～10 月）、③ゴワ県 
（2005 年 7～11 月）、④ビヌアン県（2006 
年 2 月）、⑤チナガラ県（2006 年 2 月） 

3) MAT 活動報告書の提出を徹底 

・2005 年実施 3 県

の研修事後評価

報告書 
・MAT 活動報告書

なお、プロジェクト期間中に実施された研修・セミナーの一覧を付属資料 6 にまとめた。 

 

３－４ プロジェクト実施プロセス 

本プロジェクトの概念図を、付属資料 7 に示した。インドネシア国農業省農業人材開発庁

（AAHRD）の傘下にある農業訓練開発局（BATD）とカユアンボン・アグリビジネス農業教育訓

練センター（BBDA-Kayuambon）が、日本人専門家からの支援を受けながら本プロジェクトを実施

してきた。発足後の実施プロセスでは、特に活動 1 年目に実施関係者内部（専門家・C/P）のコミ

ュニケーションや活動費の不足等の問題がしばしば発生し、プロジェクトの進捗に影響を及ぼした

ことが報告された。この要因としては、プロジェクト事務所をジャカルタとバンドン（カユアンボ

ン）という距離の離れた 2 カ所に設置したことが、内部コミュニケーションを難しくしたとの指摘

もあった。しかし、専門家、C/P 参加による定期的なミーティングの開催等（表 10）、コミュニケ

ーションの場を増加させる様に関係者が努力したことによって問題は徐々に軽減されていった。ま

た上記、表 8 に示される様に、2 年目からはインドネシア国側が支出した活動費についても顕著な

増加があった。この結果、本プロジェクトの活動は、概ね順調に実施されたとみられる。 
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 表 10 プロジェクト運営方針に係わる会合の種類と開催頻度 
会合のタイプ 開催目的 開催頻度 主な参加者 

合同運営委員会 
（JCC） 

日本国側・インドネシア国側双方

による年次活動計画の決定、プロ

ジェクト進捗の確認 

年 1 回（2004/4/7、 
2005/4/15、2006/2/17）

ディレクター、マネー

ジャー、JICA 事務所担

当者、専門家、C/P 職員

C/P 定例会議 活動進捗に関する情報共有 毎月 1 回程度 専門家、C/P 職員 
ワークショップ 実施体制に係る方針、課題解決の

ための話し合い 
不定期（2004 年に 2
回開催） 

専門家、C/P 職員 

専門家内打合せ 活動に係わる内部打合せ 適宜 専門家 
 

その他、実施プロセスにおける促進要因としては、以下が確認された。 

i) 前プロジェクトで活動したカユアンボン・アグリビジネス農業教育訓練センターの教官が、

再び C/P として配置され、活動の継続性が確保されたこと。 

ii) 各訓練センターの教官は、そもそも研修のプロフェッショナルであり、MP3 手法を理解し、

取り入れる能力が十分に備わっていたこと。 

iii) 派遣された専門家のインドネシア語によるコミュニケーション能力が高かったこと。 

なお、プロジェクト関係者を対象に行った評価アンケートで、「実施プロセス」に関する質問項

目に対する回答者による評価結果は、表 11 の通り。 

 

   表 11  「実施プロセス」に関する評価アンケートの結果 
評価項目 平均評価点 

中項目 小項目 専門家 
(2) 

C/P 
(10) 

ｾﾝﾀｰ教官

(13) 
投入、活動の進捗状況 進捗度 3.50 3.70 3.10 

モニタリング 3.00 3.80 3.46 
PDM・PO の軌道修正 4.00 3.70 2.92 
専門家と C/P 間のコミュニケーション・ 
情報共有 2.50 3.80 3.08 

定期会議、合同運営委員会（JCC）の 
機能性 3.50 3.60 3.25 

マネジメント体制 

JICA とプロジェクト間のコミュニケーション 2.00 3.30 3.33 
インドネシア国側責任者・C/P の参加 2.50 3.50 2.92 実施機関の 

オーナーシップ インドネシア国側活動予算の手当 3.00 3.60 3.15 
他プロジェクトとの 
連携 

連携度合い 3.50 3.11 2.90 

組織改編、人事異動の影響 3.00 3.40 2.00 促進・阻害要因 
阻害要因の影響 3.00 1.78 2.54 

（注釈） 
1) 「平均評価点」は、アンケート回答者（25 人）の評価項目の各ステートメント（付属資料 9 

Annex 1 参照）に対する同意レベル（0～4）を次の計算式によって求めたもので、最低 0 から最

高 4 のスケールで示される。 

( ) ( ) ( ) ( ) ( )[ ]
( )43210

43210 43210
nnnnn

nnnnn
++++

×+×+×+×+×
=平均評価点

 

一般的には、より高い平均評価点の評価項目は、より多くの回答者がその項目についてのステー

トメントに対し高いレベルで同意したことを示すことから、その評価項目に対して全体的により

高い評価を与えたことを意味する。しかし、例えば、「阻害要因の影響」等、マイナスのステー

トメントでは、高い同意レベルが評価の観点からは逆に低いことを意味する場合もある。 
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2) 「専門家」は、本調査時点に派遣されていた長期専門家 2 人。 
3) 「C/P」回答者は、人材開発庁長官（プロジェクト・ディレクター）、訓練開発局（プロジェク 

ト・マネジャー）を含むジャカルタ、カユアンボン両サイトの C/P10 人。 
4) 「センター教官」回答者は、プロジェクト期間中に普及員向けの MP3 研修に関与した訓練セン 

ターの所長と教官 13 人。内訳は以下の通り。 

西ヌサテンガラ州ノエルバキ訓練センター所長 1 人 
西ジャワ州チナガラ訓練センター教官 1 人 
東ジャワ州ケティンダン訓練センター教官１人 
東ジャワ州バトゥ訓練センター教官 5 人 
南カリマンタン州ビヌアン訓練センター教官 4 人 
南スラウェシ州バタンカルク訓練センター教官 1 人 

なお、以下、表 12，16，18，19，20 は、全て同じ方法によって得られた結果に基づく。 
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第４章 5 項目評価による評価結果 

 

４－１ 妥当性 

「妥当性」は、プロジェクトの形成から実施の全期間を通して、その目標がインドネシア国の当

該分野の政策、対象グループのニーズ、あるいは日本国の対インドネシア国援助政策に合致してい

たか、手段として適切であったか等の視点から分析、評価するものである。本プロジェクトの妥当

性は、以下の分析結果から総合的に「高い」と判断された。 

(1) インドネシア国の開発政策への妥当性・手段としての適切性 

インドネシア国では、長年にわたって食料生産、特に米の増産が最大の農業政策の課題とさ

れ、農業普及サービスもこの目的を達成するために、試験場等で開発された技術の一方的な普

及を求めるトップダウンのアプローチで実施されてきた。しかし、1990 年代後半頃より、「食

糧増産」から「付加価値の高い農業の推進」へと政策の焦点が移され、特に国家経済における

アグリビジネスの役割が強調されるようになった。更に、1999 年には地方分権化が開始され、

普及員のリクルートや研修、資金の拠出等、農業普及に関わる多くの機能が地方政府（主に県）

へ移管され始めた。 

この様な政策変化の中で、これまでの様なトップダウンの一方的なアプローチによらず、農

民が抱える課題やニーズに的確に対応しつつ、地域の特性に合った技術を発掘・普及する新し

いタイプの農業普及システムを導入する必要性が高まった。1999 年から実施された PIAETS

プロジェクトと、その後継事業として実施された本件プロジェクトは、「地域優良技術の発掘

とその普及」を基本とするボトムアップの参加型普及アプローチを、普及員への研修を通して

農業普及サービスに導入することを目的として実施されたものであった。従って、本件プロジ

ェクトにおける、インドネシア国政府の開発政策への妥当性は高く、開発ニーズに沿ったもの

であったと判断される。 

(2) 日本国の援助政策との整合性 

日本国政府は、2004 年 11 月策定の対インドネシア国別援助計画において、①民間主導の持

続的な成長、②民主的で公正な社会づくり、③平和と安定、という 3 つの重点分野を定めてい

る。一方、JICA は「国別事業実施計画」において、インドネシア国政府の「国家開発計画」

及び同国におけるこれまでの支援ニーズと実績を踏まえ、また、日本国の「国別援助計画」に

おける 3 重点分野を踏襲しつつ、これを具体化して 5 重点分野2を定め、具体的な事業の実施

計画を策定している。5 つの重点分野の下、更に詳細な 24 サブ・プログラムが設定されてい

るが、本件プロジェクトはこの内「貧困削減」に対する取り組みの 1 つである「食糧安定供給・

農漁家所得向上サブ・プログラム」の下に位置付けられている3。 

 

                                                  
2 ①経済改革支援、②グッド･ガバナンス支援、③経済発展基盤の強化、④社会開発と貧困削減、⑤環境保全。 
3 この他、JICA は農水産分野への日本国の援助事業の方向性を検討するために 2001 年に「プロジェクト形成調査」、2002 年から 2005 年

にかけ「セクタープログラム開発計画調査」を実施した。これらの調査を通し、日本国の開発援助に係る原則（ODA 大綱等）や開発優先

度の高い課題等の分析を行い、政府開発援助により取り組む課題として、マクロ的な国家経済的な視点から「食料の安定供給及び栄養

改善」、私経済的な視点から「農漁家所得の向上と村落経済の活性化」を選定し、これらの開発課題に対する 5 つの協力プログラムを選

定した。本プロジェクトは、この内「農業制度改善・生産支援プログラム」での取り組みの 1 つと位置付けられ、実施されることになった。 
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この様に、本プロジェクトは日本国政府と JICA の開発援助プログラムに沿って採択・実施さ

れたことから、日本国の援助政策との整合性は高かったと、判断される。 

なお、プロジェクト関係者がアンケート調査で回答した「妥当性」に関する項目の評価結果は、

表 12 に示す通り。 

     表 12 「妥当性」に関する評価アンケートの結果 
評価項目 評価点 

中項目 小項目（設問） 専門家

（2） 
C/P 

（10） 
BDA 教官

（13） 
実施機関のニーズとの整合性 3.00 3.70 3.45 プロジェクトの 

必要性 対象グループのニーズとの整合性 3.50 3.70 3.38 
インドネシア国国家開発計画、 
農業省政策との整合性 3.00 3.40 3.23 政策との整合性 

日本国の援助政策との整合性 3.50 3.40 2.90 
プロジェクト・アプローチの適切性 3.00 3.80 3.15 
対象地域、プロジェクトサイト選定の適切性 3.50 3.30 3.23 
ターゲットグループの絞り込みの適切性 3.50 3.10 3.00 
ターゲットグループ以外への波及性（見込み） 4.00 3.60 3.23 

手段としての適切性 

日本国の技術の優位性 2.50 3.30 3.15 
「妥当性」についての総合評価（項目別評価点の平均） 3.05 3.39 2.97 

 

４－２ 有効性 

「有効性」については、特にプロジェクトの成果がどの程度プロジェクトの目標に貢献したか、

あるいは貢献する見込みがあるかという観点から、成果とプロジェクト目標の達成度を分析・評価

するものである。本プロジェクトの総合的な有効性は、以下の考察に基づき高いと判断された。 

(1) 成果（アウトプット）レベルの有効性 

PDM に設定されていた 3 つの成果について、本調査で確認された実績と達成度の総合判定

結果を以下に示した。 

①成果 1：MP3 手法研修プログラムが、カユアンボン農業教育訓練センターで改善される。 

指 標 実績の要約 
1-1 研修プログラムが調査 

報告や分析に基づき改善

され、マニュアルが改訂

される。 
 

1) 前プロジェクトの研修受講生（バンドン県普及員）に対する 
2 回にわたるフォーローアップ研修、バンドン県農家調査の

結果、短期専門家による調査と提言、MAT 活動による反省点

等を取り入れることにより、MP3 研修プログラムは改善され

た。 
2) これらの活動に基づき、既存マニュアル 5 種（TOT 用 2 種） 

の改訂と新規マニュアル 1種が 2006年 9月までに完了してい

る。主な改善点は、下表 13 に要約した通り。 
1-2 構築された（優良事例） 

データベースが、各セン

ター教官と普及員に維

持、活用される。 
 

1) 2005 年と 2006 年実施分の 5 県の事例集は 9 月までに製本を 
済ませ、配布予定。2005 年の事例はコンピュータベースのデ 
ータベースとして収録し、関係機関に配布される予定。 

2) コンピュータベースのデータベースは、多くの研修センター 
や地方自治体の普及局にあるコンピュータ自体の維持管理に

問題があり、その活用に課題を残している。 
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    表 13 研修マニュアルの改善点一覧 
 マニュアルの種類 改善点 
1. MP3 研修説明書 
（2002 年度版の改訂） 

• TOT 研修実施と MP3 研修実施の項目を分けて記述、また内容について

も追加説明 
• カリキュラムの改善 
• MP3 研修の基本理念の追記 
• 農業普及の考え方と実施促進の項目の追記 

2. TOT 実施要領書 
（2002 年度版の改訂） 

• 指導者用と受講者用に分冊し、それぞれ追加説明と研修期間、内容を

改善 
• 研修期間 7 日を 21 日間に延長 
• 優良事例と情報収集に係る事項の追加 
• 要約集フォーマットに調査、記述項目を追加 
• 研修時における配布資料について追加記述 
• カリキュラムの改善： 1) 市場に関する講座の追加 
         2) 組織に関する講座の追加 

3. MP3 研修実施要領書 
（2002 年度版の改訂） 

• 指導者用と受講者用に分冊し、それぞれ追加説明と研修期間、内容を

改善 
• 研修期間の見直し：講座日数合計 16 日間→18 日間（セッション 3 と 4
にそれぞれ 1 日追加） 

• カリキュラムに、マーケティング、農民組織に係わる講座時間を追加

4. MP3 研修実施手引き 新規に指導者用として作成 
内容：1) MP3 研修実施のための事前準備作業 
    2) 研修実施期間中における研修遂行方法 

3) 指導者報告書作成事例 
    4) 添付資料例 

 

成果 1 の達成度：データベースの維持活用に今後の課題を残していることを除いて、上記の

通り、設定された指標についてはほぼ達成される見込みであることから、

本成果の達成度は 90％以上と判断される 

 

  ②成果 2：カユアンボン・アグリビジネス農業教育訓練センターで、優良事例活用研修の講師

訓練（TOT）プログラムが確立される。 
指 標 実績の要約 

2-1 カユアンボン・ア 
グリビジネス農業

教育訓練センター

の教官が自ら講師

訓練を実施し、モ

ニタリング、評価

できる様になり、

マニュアルを改善

する。 

1) 試行 TOT を実施し、改善点等をとりまとめた上で、7 訓練センター 
講師ら 28 人（本庁 C/P2 人名）を対象に本格 TOT が実施された。TOT 
受講者は、各センターに戻り、2005 年から 2006 年にかけて対象県 
の普及員研修をそれぞれ実施した。 

2) 研修の反省点を取り入れ、TOT マニュアル 2 種の改訂作業は 9 月に 
完了予定。 

3) インドネシア国独自の TOT が、ジャンビ BDA 教官に対して行われた。

 

成果 2 の達成度：TOT 確立に係る活動の結果、インドネシア国側のリソースで研修が行わ 

れる様になったことから、本成果の達成度は 100％と判断される。 
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③成果 3：MP3 手法研修プログラムが、選択地域（最大 7 県）で適用される。 
指 標 実績の要約 

3-1 MP3 研修が実施さ 
れた県の数 

 

1) プロジェクトによる精力的な啓発活動により、MP3 手法のことを知 
る県普及関係者の数は徐々に増えた。実際に普及員研修が行われた

県は、7 県となり合計 210 人の普及員が研修を受講した。インドネ

シア国独自予算による対象県を加えると、11 県となり、目標（7 件）

を超える。 
3-2 研修内容に対し、 

理解や活用可能性

を示す研修受講者

が 80％を上回る。 
 

2) 2005 年に研修対象となった 2 県（スバン・ゴワ）の普及員による研 
修終了時の評価では、100％の参加者が研修内容を理解できたと回答 
した（表 14）。 

 表 14 2005 年 MP3 研修実施 2 県での受講した普及員の評価 
Yes と回答した普及員数

質問項目 スバン県 
（n=30） 

ゴワ県 
（n=30） 

1) MP3 研修で学びたかったことは習得で

きたか 
29 28 

2) 研修内容については十分理解できたか 30 30 
3) 研修の目的は達せられたか 29 29 
資料：プロジェクト資料「スバン県・ゴワ県 MP3 研修参加者による研修評価・事後評価」

3) 本調査団がインタビューした東ジャワ州パスルアン県・グレシク県 
と西ジャワ州スバン県の MP3 研修受講普及員は、全て研修内容とそ

の活用に対して肯定的に回答した。 
 

成果 3 の達成度：プロジェクト当初計画で示された目標の、最高 7 県を超える県で MP3 研 

修が実施された。その内、研修に対する研修員評価と事後追跡調査の結果

が回収されているのは 2 県に過ぎない。4 県では、研修が 8 月に終了した

ばかりであった。このため現段階では、受講者の理解度や活用可能性につ

いて総合的な判定を行うことはできないが、上記 2 県の調査結果、現地調

査のインタビューの結果等から判断すれば、本成果の達成度は高いレベル

に達するものと推察される。 

 

(2) プロジェクト目標レベルの有効性 

プロジェクト目標：改善された優良事例活用研修（MP3 手法）を通じて、選択地域の普及 

員が普及手法を習得する。 
指標 実績の要約 

1. 研修に参加した普及 
員の 80％が、実際に

普及活動において研

修で学んだ優良事例

を活用する。 
 

1) 事後評価調査結果が入手できた 2 県（スバン・ゴワ）の普及員によ

れば、両県とも高い割合の受講者が研修後、研修成果を活用してい

ると回答している（表 15）。 

表 15 2005 年 MP3 研修実施 2 県での普及員事後調査の要約 
Yes と回答した普及員数

質問項目 スバン県 
（n=30） 

ゴワ県 
（n=30） 

1) 発掘優良事例を郡レベルの普及計画
へ組み入れているか 8 23 

2) 事例発掘活動とその事例利用を村で
の農業普及活動計画へ組み入れてい
るか 

22 28 
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3) 農業普及活動においてMP3研修成果
を利用したか 28 - 

4) MP3 研修成果が地域の農民に役立っ
たか 30 - 

5) 研修時に作成した普及教材を研修後
活用したか 25 29 

6) 作成した教材活用以外で伝達したか 27 27 
7) 他の農民、農民グループから新規情

報を発掘したか 26 10 

8) 他の情報源（優良事例情報集＝バン
ドン）を活用しているか 24 24 

9) 他の普及員に対する情報発掘/事例 
教材についての説明をしたか 24 15 

10) 発掘した事例について他の普及員 
からの問い合わせを受けたか 21 9 

11) F/WIII での普及試行に対するモニ 
タリングを実施したか 27 26 

資料：プロジェクト資料「スバン県・ゴワ県 MP3 研修参加者による研修評価・事後 
評価」（2006 年 8 月） 

2) 本調査団がインタビューした東ジャワ州パスルアン県・グレシク県

と西ジャワ州スバン県の MP3 研修受講普及員は、研修で得た情報

を自らの普及活動に利用していると回答した。 
2. MP3 手法による普及

活動に対する農家の

反応。 
 

1) 間接的な指標ながら、前プロジェクトで PIAETS 研修を受講したバ

ンドン県普及員のフォローアップ調査の結果（付属資料 8）からも、

研修受講者が継続的に優良事例を発掘している（72 人の普及員が

129 件の事例を発掘したと報告している）ことが確認された。 

2) 同じく、バンドン県の普及員に普及サービスを受けている農民及び

農民グループで推奨事例を取り入れたと回答しているのはそれぞ

れ 2,139 農家、137 グループと報告されていることから、間接的に

MP3 手法による普及活動に対する農家の反応が高いことを確認で

きる。 
 

プロジェクト目標の達成度：プロジェクト当初計画で示された、最大 7 県を超える県におい

て MP3 研修が実施されたが、研修に対する研修員評価と事後追跡調査の結果が回収されて

いるのはその内 2 県に過ぎないため、現段階では総合的な判定を行うことはできない。しか

しながら、2 県の調査及び現地調査のインタビュー結果、また間接的な指標ながら、前プロ

ジェクトの追跡調査で示された、MP3 研修を受講した普及員のサービスを受けた農民の反

応等を見る限り、本プロジェクト目標の達成度は高いレベルに達することが期待される。 

なお、評価アンケートでプロジェクト関係者が示した「有効性」に関する項目の評価結果は、

表 16 にまとめた通り。 
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表 16 「有効性」に関する評価アンケートの結果 
評価項目 評価点 

中項目 小項目 専門家 
（2） 

C/P 
（10） 

BDA 教官

（13） 
対象地域の普及員の MP3 普及手法の獲得状況 4.00 3.30 3.46 プロジェクト 

目標の達成度 3 つのプロジェクト成果のプロジェクト目標実現

への貢献度 4.00 3.50 3.31 

プロジェクト以外でプロジェクト目標達成に貢献

した要因の影響度 4.00 3.70 3.54 

成果からプロジェクト目標に至るまでの外部条件

の影響度 4.00 3.30 3.42 

外部要因の影響 

プロジェクト目標達成を阻害する要因の影響度 3.50 3.50 3.54 
 

４－３ 効率性 

「効率性」は、投入の質、量、手段、時期等の観点から、プロジェクトの投入によって、成果が

質、量ともにどれだけ効率的に達成されたかを評価するものである。以下の分析に基づき、本プロ

ジェクトの効率性は、中～高レベルと判断した。 

(1) 日本国側からの投入 

最終評価アンケートに示された効率性についての回答（表 18）や、インタビュー情報等か

ら、日本国側からの投入（専門家派遣、供与機材、本邦研修、ローカルコスト負担）はいずれ

も適正に実施され、プロジェクト活動のために効率的に利用されたと判断される。3 年目から

は長期専門家が 1 人減員となったが、2 人の専門家と C/P の努力により、プロジェクトの進捗

に深刻な影響をもたらすことなく、予定通り活動は実施された。 

 

(2) インドネシア国側からの投入 

一方、インドネシア国側からのプロジェクト活動費の拠出が、特に 1 年目はしばしば遅れた

ことが、プロジェクトの進捗に影響を及ぼした。しかし、これはインドネシア国の予算申請時

期（8 月）と本プロジェクトの R/D 締結（10 月）のタイミングのズレに起因する問題で、あ

る意味不可避であったとも言える。また、プロジェクトの始まった 2004 年には政権交代に伴

う予算申請システムの変更があったことや、研修コースをモニタリングするという新しいタイ

プの活動（MAT 活動）が予算当局に理解されなかったこと等も予算確保を難しくしたと報告

された。 

2004 年のプロジェクト開始後、予算獲得に向けた努力により、表 8 に示される通り、2 年目

からは顕著な増加が見られ、プロジェクト活動の円滑な実施に結びついた。なお、今後の教訓

としては、予算不足による 1 年目の活動停滞という事態を避けるためには、プロジェクト開始

前に日本国側・インドネシア国側双方による事前準備を行う時間を設定することが有効であっ

たかもしれない。 

 

(3) 費用対効果 

適切な基準が無く、プロジェクトの費用対効果を測定することは困難なことは言うまでもな

い。ここでは、参考までに本件プロジェクトに先行して行われた PIAETS プロジェクトでの投

入と比較してみた。もちろん、両プロジェクトでは目指す目的が異なっていたことから単純な
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比較は意味をなさないものの、本件プロジェクトへの投入が先行 PIAETS と比較しても極端に

大きかった訳ではないことは理解できるであろう。当初計画では、プロジェクト期間中に最大

で 7 県の普及員に対して MP3 研修を実施することを目標としていたが、本調査が行われた時

点で既にこの目標はクリアし、更にインドネシア国側の投入により対象地域が徐々に拡大され

る状況だったことを考え合わせれば、本件プロジェクトの費用対効果は達成した成果の規模か

ら見ても悪くはなかったものと判断される。 

      表 17 PIAETS と本件プロジェクトへの投入量の比較 
項目 Unit PIAETS 本プロジェクト 

1) 実施期間 月 31 36 
2) 長期専門家の派遣 M/M 97.2 96.0 
3) 短期専門家の派遣 M/M 11.1 2.4 
4) インドネシア国側 C/P の数 人員 7 10 
5) 本邦研修に参加した C/P の数 人員 5 7 
6) 供与機材の総額 1,000 円 23,500 12,492 
7) 日本国側ローカル・コスト負担 1,000 ﾙﾋﾟｱ 1,175,524 2,111,858 
8) インドネシア国側ローカル・コスト負担 1,000 ﾙﾋﾟｱ 6,700 2,477,275 
資料：大泉泰雅専門家最終報告書（2002 年 31 日）・プロジェクト内部資料 

なお、プロジェクト関係者の「効率性」に関する評価結果は、表 18 通り。 

 

    表 18 「効率性」に関する評価アンケートの結果 
評価項目 評価点 

中項目 小項目 専門家 
（2） 

C/P 
（10） 

BDA 教官

（13） 
活動の貢献 成果（アウトプット）を達成するための活動

の貢献度 3.00 3.50 3.15 

長期・短期専門家の専門性、資質、派遣人数、

日数、タイミングからみた適切性 3.50 3.30 3.08 

供与機材の種類、量、投入タイミングの適性 3.50 3.60 3.00 
本邦研修の対象人数、分野、研修内容、研修

期間、実施時期の適切性 4.00 3.30 3.13 

本邦研修で得られた知識・技術の活用度 3.50 3.20 3.08 

日本国側の投入

の適正度 

日本国側ローカルコスト負担の、金額、使途、

拠出タイミングからみた適切性 2.50 3.20 2.92 

C/P の人数、配置、能力の適切性 2.50 3.10 3.23 
土地、建物、施設の規模、質、利便性 3.00 3.50 3.08 

インドネシア国

側の投入の適正

度 インドネシア国側が拠出したプロジェクト

活動予算額の適正度 3.00 3.70 3.25 

総投入コストの、アウトプット、裨益農家数

等の面からの適正度 3.00 3.20 3.17 類似プロジェク

トとの比較 
実施期間（3 年間）の、アウトプット、裨益

農家数等の面からの適正度 3.00 3.10 3.00 

1 つ目の前提条件の影響度 3.00 3.30 3.15 
2 つ目の前提条件の影響度 3.50 3.30 3.23 

前提条件の影響 

3 つ目の前提条件の影響度 3.00 3.10 2.33 
外部要因の影響 予期せぬ外部要因の影響度 3.00 2.30 3.15 
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４－４ インパクト 

この項目は、プロジェクトが上位目標として設定した「農家の営農改善」に結果的にどの程度貢

献したか、あるいは貢献する見込みがあるか、また、計画当初予想されなかった対象地域の農業普

及員や農民等に与えた影響を、プラス・マイナス両面から分析・評価するものである。本件プロジ

ェクトの正のインパクトは、以下の分析に基づき中程度と判断した。 

農業普及員の研修システムや普及サービスの改善に対して、これまでに発現した、あるいは今後

発現することが期待できる正のインパクトがあることは明かである。例えば、以下が挙げられる。 

1) 農業普及をボトムアップの参加型アプローチで行うというのは、インドネシア国ではまだ新

しい概念であったが、本件プロジェクトの実施を通して、全国の国立訓練センターで、普及

員が参加型普及アプローチを習得するための研修の実施が可能になった。 

2) プロジェクトの結果、参加型普及アプローチの重要性を認識する地方政府（県）の数が徐々

に増加している。 

3) MP3 研修で推奨される普及手法を実践することで、農業普及サービスの全体的な改善につな

がっている。 

本調査団が調査期間中に訪問した訓練センターの職員へのインタビューでは、各センターとも

MP3 研修の内容や重要性をよく理解しており、他の研修コースでも同手法を紹介したり、その一

部を取り入れたりしていることが確認された。本プロジェクトは、訓練センターの教官や普及員に

今までとは異なった普及手法を取り入れる機会を提供したという意味で、大きなインパクトをもた

らしていると言える。 

一方で、「（対象地域）農家の農業経営が改善される」とする上位目標に対して、本件プロジェク

トが果たしてどの程度のインパクトをもたらしたか、あるいはもたらすかという点に関しては、今

回の調査では評価することが困難であった。その理由として、以下が挙げられる。 

1) PDM で示された上位目標とプロジェクト目標の間に論理的な飛躍があったこと。 

2) 本件プロジェクトは、上述の様に普及員の能力向上に大きく貢献していることは明白である

ものの、農業経営の改善という大きな目標が達成されるためには、PDM には必ずしも示され

ていない他の多くの外部条件が満たされる必要がある。例えば、調査団がインタビューした

多くの普及員（MP3 参加者）が普及活動を行う上で最も大きな課題として、活動費や普及資

機材の不足をあげていた。また、農民（グループ）は農業経営上の最も大きな課題として、

農薬や化学肥料のコスト高を挙げていた。しかしながら、こうした外部条件は本件プロジェ

クトの取り組みだけで解決される課題ではない。つまり、上位目標が達成されるためには、

こうした阻害要因を取り除くために、他にも多くの取り組みが必要とされていると言える。 

3) プロジェクト活動の一環として上位目標へのインパクトを客観的に証明するための総合的な

調査はまだ実施されていないこと4。 

平成 14 年（2002 年）5 月に作成された本件プロジェクトの第 1 次事前評価調査報告書（案）に

は、実は上記の様な外部条件があることが指摘されていた（同報告書 p.31）。同報告書では、そう

                                                  
4 プロジェクト関係者によれば、農民へのインパクト調査は、プロジェクト終了後、数年してから実施されると理解されていると

のことであった。 
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した課題について引き続き検討することが提言されていたものの、その後、指摘事項については十

分な検討が為されないままプロジェクトは開始された模様である。PDM の論理関係や外部条件に

ついては、開始前、あるいは開始直後のいずれかの段階で再検討する必要があったものと考えられ

る5。 

なお、プロジェクト関係者の「インパクト」に関する評価結果は、表 19 の通り。 

  表 19 「インパクト」に関する評価アンケートの結果 
評価項目 評価点 

中項目 小項目 専門家 
（2） 

C/P 
（10） 

BDA 教官

（13） 
上位目標の達成見込み 上位目標がプロジェクトの効果として達成

される見込み 3.00 3.40 3.31 

上位目標とプロジェクト目標の乖離 3.00 3.10 3.31 
プロジェクト目標から上位目標に至る1番目

の外部条件の影響 4.00 3.00 3.46 

プロジェクト目標から上位目標に至る2番目

の外部条件の影響 4.00 3.40 3.08 

因果関係・外部条件 

上位目標の達成を阻害する要因 4.00 2.50 3.31 
政策、制度、社会経済、技術面等へのプラス

の効果・影響 3.50 3.10 3.18 波及効果 

政策、制度、社会経済、技術面等へのマイナ

スの効果・影響 0.00 3.00 3.13 

 

４－５ 自立発展性 

この評価項目は、協力が終了した後、プロジェクトによって生じた便益（成果）が自立発展的に

持続して行けるかどうかを制度、組織、技術、財政的な観点から分析・評価するものである。本件

プロジェクトの自立発展性は、以下の分析により「高い」と判断した。 

(1) 技術的・組織的な持続発展性 

これまでに議論してきた通り、本件プロジェクトの上位目標へのインパクトは不明瞭ながら、

設定されたアウトプットとプロジェクト目標の達成度は高いレベルに達することが見込まれ

る。プロジェクト活動の結果、全国 7 つの国立訓練センターの教官は、普及員に対して MP3

研修を実施するために必要な知識と技能を満足なレベルで獲得しており、これらの教官は、外

部からの技術的な支援が無くても、プロジェクト終了後に MP3 研修を継続できる状況にある。

また、本調査団が訪れた訓練センターでは、来年以降も MP3 研修を継続的に実施する意向で

あることが確認された。従って、技術的、組織的な意味での持続発展性は高いと判断された。 

 

(2) 財政的な持続発展性 

一方、来年以降、各センターが MP3 研修を引き続き実施できるかどうかは、それを可能と

する資金が確保されるかどうかに影響される。プロジェクト実施期間中は、研修に係る経費は、

中央政府（訓練センター）、地方政府と JICA の間でシェアされた（表 20 参照）。終了後は、

                                                  
5 上位目標とプロジェクト目標に論理的な飛躍があったため、本件プロジェクトは MP3 研修の全国展開が中心か、MP3 研修の制

度化を目指すのか、あるいは MP3 を活用しながら地方自治体（県）の普及活動を改善し、その地域の営農改善につなげること

を目指すのか、全体的な理解の共有ができないままであったという指摘があった。 
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中央政府と地方政府によってこの経費がまかなわれる必要がある。この点について、人材開発

庁本庁は、各訓練センターに対して来年度の予算に MP3 研修経費を含めるよう指導したとい

う。本調査団が訪問した全てのセンターでは、その手配はすでになされていることが確認され

た。また、MP3 研修を普及員に受講させることを希望している県がすでにいくつか候補にな

っており、そうした県では研修への経費を自ら負担する意思を表明しているという。こうした

状況から、最も懸念される財政的な持続発展性についても、ある程度高いものと判断される。 

  表 20 普及員 30 人を対象とした MP3 研修実施に必要な経費と支出分担 

（単位：1,000 ﾙﾋﾟｱ） 
年度 2005 年 2006 年 

  支出負担 支出負担 
支出費目 合計 

人材開発庁 県 JICA 
合計 

人材開発庁 県 JICA 
日当 36,040 25,540 7,200 3,300 64,790 30,540 30,950 3,300
研修資材 11,000 11,000 11,000 11,000  
旅費 32,880 23,880 6,600 2,400 43,880 14,520 26,960 2,400
その他 53,800 8,500 45,300 58,900 8,500  50,400
合計 133,720 68,920 13,800 51,000 178,570 64,560 57,910 56,100
割合（％） 100 52 10 38 100 36 32 32
資料：プロジェクト内部資料 
 

(3) その他、持続発展性を確保するための取り組み 

更に、本件プロジェクトのプロジェクト・マネージャーの地位にあった人材開発庁訓練開発

局長からは、本調査団に対して、持続性を確保するための手段として以下のことを考えている

との報告があった。 

1) 中央政府の予算を使って、MP3 研修を継続する様に各訓練センターに通達する。 

2) MP3 研修手法を他の組織（総局や州立訓練センター）でも採用される様に手法の紹介を   

積極的に行う。 

3) MP3 研修で発掘された優良事例を、来年 8 州 8 県で 2KR（食糧増産援助）の見返り資金に

よって実施する計画の P4S（農民の農業・農村訓練センター）プロジェクトでも活用する。 

4) 人材開発庁が主体となって 18 州 64 県を対象に近々開始されることになっている世銀融資

事業「農業技術・情報伝達による農民エンパワーメントプロジェクト（FEATI）」で MP3

研修の手法を活用する。 

プロジェクト関係者のアンケートで「自立発展性」に関する項目の評価結果は、表 21 にま

とめた通り、高い総合評価点が示された。 
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 表 21 「自立発展性」に関する評価アンケートの結果 
評価項目 評価点 

中項目 小項目 専門家 
(2) 

C/P 
(10) 

BDA 教官

(13) 
政策・制度面 協力終了後、MP3 手法が活用されていくために必要な

政策や制度的な環境条件 4.00 3.70 3.42 

財政面 実施機関の予算措置、予算確保のための対策状況（見

込みがあるか） 4.00 3.50 3.13 

組織面 実施機関の組織的な（人材配置、意思決定プロセス等）

整備状況 4.00 3.50 3.23 

MP3 手法の、BDA 教官、普及員による受容度 4.00 3.80 3.50 
協力終了後、各 BDA が MP3 手法を維持・活用できる

見込み 4.00 3.90 3.25 

技術面 

協力終了後、本プロジェクト対象外の BDA や県に普及

する見込み 4.00 3.90 3.10 

総合的自立

発展性 
本プロジェクトによるインパクトの総合的な持続性の

見込み 4.00 3.60 3.08 

「自立発展性」についての総合評価（項目別評価点の平均） 4.00 3.70 3.24 
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第５章 結論と提言 

５－１ 結論 

以上、本調査の結果とその分析から、本件プロジェクトの活動は、日本人専門家とインドネシア

側 C/P による密接な協力により、計画に沿って順調に実施されてきたと結論付けることができる。

設定された成果とプロジェクト目標は、来年 1 月 4 日のプロジェクト終了日までにほぼ達成される

見込みである。その意味で、プロジェクトは「成功」しつつあると言えよう。プロジェクトの進捗

に貢献した要因としては、プロジェクトの目標達成に向けた日本国側・インドネシア国側双方関係

者の努力と良好な関係、C/P や訓練センター教官のプロジェクトの推奨する技術（手法）に対する

理解と高い吸収能力等があった。 

一方、プロジェクト・デザインの問題として、上位目標とプロジェクト目標の間の論理的な飛躍

があったことが確認された。インドネシア国の農業普及サービスを農村コミュニティにとって有益

なものとし、上位目標である「農業経営の改善」を達成していくためには、本件プロジェクトによ

る取り組みだけでなく、他にも多くの努力が継続される必要があるものと考えられる。 

以上により、本件プロジェクトでの成果は有効に活かされ、インドネシア国における農業セクタ

ーの更なる発展につながっていくことが期待される。 

 

５－２ 提言 

本件プロジェクトの終了までに、以下のことが取り組まれる様に提言した。 

(1) フォローアップ・ワークショップ：プロジェクトは、MP3 研修を各地で実施した国立訓練

センターの教官の参加を得て、10 月にフォローアップ・ワークショップを実施することを

計画している。当ワークショップは、本件プロジェクトの総括的な意味を持つとともに、教

官がお互いの経験を共有し MP3 研修のやり方について見直しを行う上で、貴重な機会にな

るものと考えられる。今回の調査で、MP3 の TOT へ参加していない教官も、普及員へ MP3

研修を行う際には積極的に関与し、重要な役割を果たしていることが確認された。従って、

ワークショップには TOT に参加していない教官にも参加のチャンスが与えられるよう留意

する必要がある。 

 

(2) 啓発活動：MP3 研修を実施するための経費は、中央政府と県政府の間で折半されることか

ら、今後、同研修が継続的に拡大されていくためには、その利点を認識する県政府の数を増

加させていく必要がある。従って、今後も人材開発庁訓練開発局と各訓練センターは、県政

府当局に対して MP3 手法の啓発活動を継続することが求められる。その一環として、これ

までに MP3 研修に参加した普及員やその普及員からサービスを受けた農民からの意見に基

づいて、MP3 手法の効果を紹介する印刷物（リーフレット、パンフレット等）を制作し、

配布することは有意義と考えられる。 

 

(3) 中期的な行動計画：本調査中、訓練開発局、各訓練センターで、プロジェクト終了後も MP3

研修を継続する意思が確認された。2007 年には、最低 1 県を対象にした研修が実施される

様に、MP3 用の予算も組まれ、いくつかのセンターでは対象県の選定も始めている。2007
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年以降も継続的に MP3 対象地域が広がっていく様に、プロジェクト終了までに向こう 3～5

年間の行動計画を策定する。この行動計画では、啓発、研修、評価に関する活動内容とその

スケジュールを明らかにするとともに、2KR 見返り資金による P4S 訓練プロジェクトや世

銀融資による FEATI 等、他のプロジェクトとの連携についても留意する必要がある。 

 

また、来年 1 月のプロジェクト終了後、引き続き取り組む事項として、以下のことを提言した。 

(1) 予算の確保：策定した中期的な行動計画に基づいて、人材開発庁訓練開発局は、各訓練セン

ターが対象県の普及員に対して MP3 研修を継続できる様に、予算の確保を確実に行うこと

が求められる。 

 

(2) 研修後評価：本調査が実施された時点では、MP3 研修後評価調査は研修が行われた 7 県の

内 2 県だけでしか実施されていなかった。本件プロジェクトの結果を把握するために、全て

の訓練センターで研修後評価調査を実施し、結果をまとめる必要がある。 

 

(3) インパクト調査：プロジェクト期間中に上位目標として設定されていた「農業経営の改善」

に対する MP3 研修のインパクトを客観的に測定できる様な、総合的な農民調査は実施され

なかった。プロジェクト終了後数年内に、人材開発庁は訓練センターや県政府と協力して、

インパクト調査を実施する必要がある。この調査では、研修を受講した普及員が何件の優良

事例を農民に指導したか、プロジェクト終了後、その内の何件の事例が実際に農民によって

取り入れられたか、それらの事例は農業経営改善の観点からいかに有効であったかといった

内容が網羅される必要がある。 

 

(4) データベースの利用：プロジェクトで作成された優良事例のデータベースは、農業普及活動

を行う上で貴重な情報源となる。データベースの普及は、プロジェクトで直接ターゲットと

することのできなかった地域を裨益させる 1 つの手段と考えられる。人材開発庁は、農業省

内に新たに設置された「データベース・ユニット」等と協力して、プロジェクト終了後もそ

の有効活用に努める必要がある。 

 

(5) 機材の利用：プロジェクトで供与された機材は、プロジェクト終了後も MP3 研修普及を目

的とした活動のために、末永く有効に使われる努力が求められる。 

 

(6) 人材開発庁内の連携：MP3 を更に改善し、より高いレベルの目標を達成するための農業普

及サービスが実現される様に、人材開発庁内の様々な部署の連携を密にすることが不可欠で

ある。差しあたって、訓練センター間や庁内のデータベース・ユニットを結ぶネットワーク

を構築することが有効と考えられる。 

 

(7) 他のプロジェクトでの活用：同様に、農業普及に関係する他のドナー支援プロジェクトとの

連携を密にすることが求められる。訓練開発局は、2KR 見返り資金による P4S 研修プロジ

ェクトや世銀融資の FEATI プロジェクト、あるいは国際農業開発基金（IFAD）融資による
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農村エンパワーメント農業開発（READ）プロジェクト等で、本件プロジェクトの成果が活

用される様に中心的な役割を果たすことが期待される。 

 

(8) 他の国々との経験の共有：インドネシア国もメンバーとして参加している ASEAN 農業研

修・普及ワーキンググループ（AWGATE）等の場で、MP3 手法の経験を共有することは積

極的に推められるべきである。本調査団に対し、インドネシア国側から他の国で実施されて

いる参加型農業普及に関する類似プロジェクトの経験や情報をシェアできる機会が持てる

様に要請があった。その様な活動は、他の国にとっても有意義なものとなることが期待でき

るので、JICA としても今後検討するに値するものと考えられる。 

 

以上の提言に対する実際の取り組みを、JICA インドネシア事務所が、プロジェクト終了後も引

き続きモニターすることをプロジェクト関係者に伝えた。 

 

 

（了） 
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付属資料 1  プロジェクトで取り組まれた MP3 研修手法の概要 

第 1 セッション  1 回目フィールドワーク 
 
プログラムオリエンテーション 
①プログラム説明 
②地域の問題分析 
③先進事例視察 

•  優良農家・グループ 
•  農家・グループ情報収集手法 
•  各グループ視察報告書 

④事例分析のフレームワーク 
⑤収集情報リスト 

  
①地域優良事例の発掘 
②事例情報の収集 
③現地セッション：事例の特徴点抽出 
④優良事例報告書（未定稿） 

   
第 2 セッション  2 回目フィールドワーク 

 
事例分析 
①事例の特徴点の特定 
②収集事例リスト 
③事例の絞り込み 
④事例情報の要約 

  
①追加情報の収集 
②事例情報報告の完成 
③要約作成 
④優良事例報告書・要約（最終稿） 

   
第 3 セッション  3 回目フィールドワーク 

 
事例情報の普及への活用 
①普及方法 
②事例の応用条件の特定 

• 解決可能な問題の特定 
• 応用の諸条件 

③普及教材作成 
④普及教材案 

  
①事例情報による普及 

• 教材作成 
• 普及対象農家の特定 
• 農家指導における教材活用 

②普及教材（最終版） 
③応用試行報告 

   
第 4 セッション   

 
継続的応用に向けて 
①教材活用試行結果報告 
②研修レビュー 
③優良事例情報集 
④研修評価 
⑤継続活動計画策定 
⑥アクションプラン作成 
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付属資料 2  地方調査における主要面談者リスト 
 

訪問日 訪問場所 面会者 

9 月 6 日 東ジャワ州バトゥ農業教育訓練 
センター 

Mr. Subagyo Sumiaufous（センター教官） 
Mr. Agus SB（〃） 
Mr. Bomlong Edfoutoso（〃） 
Mr. Hardianto（〃） 

9 月 6 日 東ジャワ州ケティンダン農業教育

訓練センター 
Mr. Djoko Sumianto, SP（センター教官） 
Mr. Karel D. I. Sir（〃） 
Mr. Saeroji, SP（〃） 
Mr. Apri Handono（〃） 
Mr. Tri Handajari（〃） 

9 月 7 日 東ジャワ州パスルアン県 
ゴンダ・ウェタン（Gonda Wetan）郡

ゴンダ・ウェタン郡長官 Mr. Bakti 
郡内農業普及員 8 人 
“Sidobukti”農民グループのリーダー及びメンバー

約 15 人 
9 月 7 日 東ジャワ州パスルアン県 

プスポ（Puspo）郡 
郡内農業普及員 約 5 人 
“Karitini”女性農民グループのリーダー及びメンバー

約 10 人 
9 月 7 日 東ジャワ州パスルアン県 

ト・サリ（To Sari）郡 
郡内農業普及員 2 人 
“Sembada”農民グループのメンバー3 人 

9 月 7 日 東ジャワ州グレシク県 
メンガンティ（Menganti）郡 

県議会議員 1 人 
県事務所普及員 1 人 
郡内農業普及員 約 15 人 
“Rahayu”農民グループのリーダー及びメンバー約 20
人 

9 月 11 日 西ジャワ州カユアンボン・アグリ 
ビジネス農業教育訓練センター 

Drs. Suryowihardi（センター所長） 
Mr. Asep Adinata（センター教官（C/P）） 
Mr. Oman Abdurachman（〃） 
Mr. Dadi Sumardi（センター教官（C/P）） 
Mr. Rokedhi（センター教官） 
Mr. Anwar Syarif（〃） 
Mr. Yusup Hidayat（〃） 
Ms. Ermina Yogasuria（〃） 
Ms. Erina Herdiani（センター職員） 

9 月 12 日 西ジャワ州スバン県農業事務所 所長他、農業普及員 3 人 
9 月 12 日 西ジャワ州スバン県ビノン（Binong）

郡農業普及センター（KPPP） 
郡内農業普及員 8 人 
優良経営農家 1 軒 

9 月 12 日 西ジャワ州スバン県 
バトゥク・ベウス（Batuk Benus）郡

農業普及センター（KPPP） 

センター所長他、郡内農業普及員 1 人 
“Sari Ashi”農民グループのリーダー及びメンバー3 人
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専
門

家
・

C
/P

の
意

見
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

、
月

報
、

専
門

家
・

JI
C

A
事

務
所

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

、
ア

ン
ケ

ー
ト

成
果

（
ア

ウ
ト
プ

ッ
ト
）
の

達
成

状
況

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
目

標
の

達
成

度

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト
体

制

成
果

3 
「
M

P3
手

法
研

修
プ

ロ
グ

ラ
ム

が
、

選
択

地
域

で
適

用
さ

れ
る

」
の

達
成

度

成
果

1 
「
M

P3
手

法
研

修
プ

ロ
グ

ラ
ム

が
、

カ
ユ

ア
ン

ボ
ン

・
ア

グ
リ

ビ
ジ

ネ
ス

農
業

教
育

訓
練

セ
ン

タ
ー

（
B

D
A

）
で

、
改

善
さ

れ
る

」
の

達
成

度

実
施

プ
ロ

セ
ス

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
目

標
「
改

善
さ

れ
た

優
良

事
例

活
用

研
修

（
M

P3
手

法
）
を

通
じ

て
、

選
択

地
域

の
普

及
員

が
普

及
手

法
を

習
得

す
る

」
の

達
成

度

評
価

の
視

点
・
項

目

日
本

国
側

の
投

入
実

績

投
入

実
績

（
実

績
の

記
載

の
み

）

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

国
側

の
投

入
実

績

k.suzuki
スタンプ



評
価

設
問

必
要

な
情

報
・
デ

ー
タ

情
報

源
・
収

集
方

法
評

価
の

視
点

・
項

目

22
ｲ
ン

ド
ネ

シ
ア

国
側

実
施

機
関

責
任

者
、

C
/P

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
へ

の
参

加
は

十
分

で
あ

っ
た

か
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

・
活

動
記

録
、

専
門

家
・

C
/P

の
意

見
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

、
月

報
、

専
門

家
・

C
/P

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

、
ア

ン
ケ

ー
ト

23
実

施
機

関
に

よ
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
活

動
予

算
の

手
当

は
十

分
に

な
さ

れ
た

か
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

・
活

動
記

録
、

専
門

家
・

C
/P

の
意

見
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

、
月

報
、

専
門

家
・

C
/P

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

、
ア

ン
ケ

ー
ト

他
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
と

の
連

携
24

他
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
と

の
連

携
は

あ
っ

た
か

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
の

進
捗

・
活

動
記

録
、

専
門

家
・

C
/P

の
意

見
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

、
月

報
、

専
門

家
・

C
/P

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

、
ア

ン
ケ

ー
ト

25
実

施
機

関
の

組
織

改
編

、
人

事
異

動
（
責

任
者

・
C

/P
）
は

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄの

進
捗

に
ど

う
影

響
し

た
か

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
の

進
捗

・
活

動
記

録
、

専
門

家
・

C
/P

の
意

見
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

、
月

報
、

専
門

家
・

C
/P

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

、
ア

ン
ケ

ー
ト

26
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

プ
ロ

セ
ス

で
生

じ
て

い
る

問
題

や
、

効
果

発
現

に
影

響
を

与
え

た
阻

害
要

因
は

あ
っ

た
か

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
の

進
捗

・
活

動
記

録
、

専
門

家
・

C
/P

の
意

見
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

、
月

報
、

専
門

家
・

C
/P

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

、
ア

ン
ケ

ー
ト

(3
) 

5項
目

評
価

27
協

力
内

容
は

農
業

省
、

農
業

人
材

開
発

庁
（

A
A

H
R

D
）
、

国
立

農
業

教
育

訓
練

セ
ン

タ
ー

（
B

D
A

）
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て

い
た

か
農

業
省

・
A

A
H

R
D

政
策

担
当

者
、

B
D

A
教

官
の

意
見

、
農

業
開

発
計

画
政

策
文

書
農

業
省

・
A

A
H

R
D

政
策

担
当

者
、

B
D

A
教

官
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

28
協

力
内

容
は

対
象

グ
ル

ー
プ

（
対

象
地

域
の

農
業

普
及

員
）
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て

い
た

か
B

D
A

教
官

・
対

象
地

域
普

及
員

の
意

見
対

象
地

域
の

B
D

A
教

官
・
普

及
員

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

、
ア

ン
ケ

ー
ト

29
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

設
定

し
た

目
標

は
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

国
の

国
家

開
発

計
画

、
農

業
省

の
開

発
政

策
と

の
整

合
性

が
あ

り
、

優
先

度
が

高
か

っ
た

か
国

家
開

発
計

画
・
農

業
開

発
計

画
政

策
文

書
、

専
門

家
・

C
/P

の
意

見
関

連
文

書
レ

ビ
ュ

ー
、

政
策

担
当

者
へ

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

30
日

本
国

の
援

助
政

策
（
外

務
省

国
別

計
画

、
JI

C
A

国
別

事
業

実
施

計
画

）
と

の
整

合
性

は
あ

っ
た

か
対

ｲ
ン

ド
ネ

シ
ア

国
国

別
援

助
計

画
、

JI
C

A
事

業
実

施
計

画
、

外
務

省
・

JI
C

A
担

当
者

の
意

見
関

連
文

書
レ

ビ
ュ

ー
、

外
務

省
・

JI
C

A
担

当
者

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

、
ア

ン
ケ

ー
ト

31
「
改

善
さ

れ
た

M
P3

手
法

を
使

っ
て

普
及

員
を

研
修

す
る

こ
と

に
よ

っ
て

、
農

業
経

営
を

改
善

す
る

」
と

い
う

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
・
ア

プ
ロ

ー
チ

は
、

農
業

省
の

開
発

戦
略

と
し

て
適

切
だ

っ
た

か
農

業
省

・
A

A
H

R
D

政
策

担
当

者
の

意
見

、
農

業
開

発
計

画
政

策
文

書
農

業
省

・
A

A
H

R
D

政
策

担
当

者
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

32
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

対
象

地
域

（
B

D
A

が
所

在
す

る
7県

）
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
サ

イ
ト
（
カ

ユ
ア

ン
ボ

ン
農

業
教

育
訓

練
セ

ン
タ

ー
）
の

選
定

は
農

業
省

の
開

発
戦

略
に

照
ら

し
て

適
切

だ
っ

た
か

農
業

省
・
A

A
H

R
D

政
策

担
当

者
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

農
業

省
・

A
A

H
R

D
政

策
担

当
者

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

33
タ

ー
ゲ

ッ
ト
グ

ル
ー

プ
（

B
D

A
教

官
・
農

業
普

及
員

）
の

絞
り

込
み

は
、

農
業

省
の

開
発

戦
略

に
照

ら
し

て
適

切
に

行
わ

れ
た

か
B

D
A

教
官

・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

34
タ

ー
ゲ

ッ
ト
グ

ル
ー

プ
以

外
へ

の
波

及
性

は
あ

っ
た

か
（
今

後
期

待
で

き
る

か
）

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

35
日

本
国

の
技

術
の

優
位

性
は

あ
っ

た
か

（
終

了
技

プ
ロ

、
そ

の
他

、
我

が
国

の
経

験
・
ノ

ウ
ハ

ウ
が

活
か

せ
た

か
）

専
門

家
・
C

/P
・
JI

C
A

事
務

所
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
担

当
者

の
意

見
専

門
家

・
C

/P
・
JI

C
A

事
務

所
担

当
者

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

、
ア

ン
ケ

ー
ト

36
対

象
地

域
の

普
及

員
は

、
改

善
さ

れ
た

優
良

事
例

活
用

研
修

（
M

P3
）
を

通
し

て
、

普
及

手
法

を
獲

得
す

る
見

込
み

は
高

い
か

（
「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
績

」
参

照
）

37
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

3つ
の

成
果

（
ア

ウ
ト
プ

ッ
ト
）
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

達
成

に
貢

献
し

て
い

る
か

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

38
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
以

外
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
目

標
達

成
に

貢
献

し
た

要
因

は
あ

る
か

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

39
成

果
（
ア

ウ
ト
プ

ッ
ト
）
か

ら
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
に

至
る

ま
で

の
外

部
条

件
「
普

及
シ

ス
テ

ム
に

大
き

な
変

更
が

な
い

」
の

影
響

は
あ

っ
た

か
B

D
A

教
官

・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

40
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
を

阻
害

す
る

要
因

は
あ

っ
た

か
B

D
A

教
官

・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

活
動

の
貢

献
41

成
果

（
ア

ウ
ト
プ

ッ
ト
）
を

達
成

す
る

た
め

に
十

分
な

活
動

が
計

画
さ

れ
、

タ
イ

ミ
ン

グ
よ

く
実

施
さ

れ
た

か
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

・
活

動
記

録
、

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
進

捗
報

告
書

、
B

D
A

教
官

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

42
長

期
・
短

期
専

門
家

の
専

門
性

、
資

質
、

派
遣

人
数

、
日

数
、

タ
イ

ミ
ン

グ
は

適
切

だ
っ

た
か

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
の

進
捗

・
活

動
記

録
、

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
進

捗
報

告
書

、
B

D
A

教
官

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

43
供

与
機

材
の

種
類

、
量

、
投

入
タ

イ
ミ

ン
グ

は
適

切
だ

っ
た

か
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

・
活

動
記

録
、

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
進

捗
報

告
書

、
B

D
A

教
官

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

44
本

邦
研

修
の

対
象

人
数

、
分

野
、

研
修

内
容

、
研

修
期

間
、

実
施

時
期

は
適

切
だ

っ
た

か
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

・
活

動
記

録
、

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
（
特

に
受

講
者

）
の

意
見

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
進

捗
報

告
書

、
B

D
A

教
官

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

45
本

邦
研

修
で

得
ら

れ
た

知
識

・
技

術
は

帰
国

後
に

活
用

さ
れ

て
い

る
か

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
の

進
捗

・
活

動
記

録
、

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
（
特

に
受

講
者

）
の

意
見

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
進

捗
報

告
書

、
B

D
A

教
官

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

46
日

本
国

側
の

ロ
ー

カ
ル

コ
ス

ト
負

担
は

、
金

額
、

使
途

、
拠

出
タ

イ
ミ

ン
グ

か
ら

み
て

適
正

だ
っ

た
か

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
の

進
捗

・
活

動
記

録
、

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
進

捗
報

告
書

、
B

D
A

教
官

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

実
施

プ
ロ

セ
ス

外
部

要
因

の
影

響

有
効

性

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
目

標
の

達
成

度

手
段

と
し

て
の

適
切

性

実
施

機
関

の
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ 実

施
プ

ロ
セ

ス
に

お
け

る
留

意
点

・
阻

害
要

因

日
本

国
側

の
投

入
の

適
性

度

妥
当

性

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
の

必
要

性

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
の

優
先

度



評
価

設
問

必
要

な
情

報
・
デ

ー
タ

情
報

源
・
収

集
方

法
評

価
の

視
点

・
項

目

47
C

/P
の

人
数

、
配

置
、

能
力

は
適

切
だ

っ
た

か
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

・
活

動
記

録
、

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
進

捗
報

告
書

、
B

D
A

教
官

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

48
土

地
、

建
物

、
施

設
の

規
模

、
質

、
利

便
性

に
問

題
は

な
か

っ
た

か
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

・
活

動
記

録
、

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
進

捗
報

告
書

、
B

D
A

教
官

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

49
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
国

側
が

拠
出

し
た

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
活

動
予

算
額

は
、

適
正

規
模

だ
っ

た
か

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
の

進
捗

・
活

動
記

録
、

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
進

捗
報

告
書

、
B

D
A

教
官

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

類
似

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
と

の
比

較
（
コ

ス
ト
）

50
総

投
入

コ
ス

ト
は

、
ア

ウ
ト
プ

ッ
ト
、

裨
益

農
家

数
等

の
面

か
ら

類
似

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
と

比
較

し
て

適
正

だ
っ

た
か

農
業

省
・
A

A
H

R
D

政
策

担
当

者
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

、
類

似
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

報
告

書

農
業

省
・

A
A

H
R

D
政

策
担

当
者

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト
、

類
似

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
の

報
告

書
レ

ビ
ュ

ー

51
前

提
条

件
①

「
B

B
D

A
/B

D
A

で
の

M
P3

研
修

予
算

が
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
国

側
で

確
保

さ
れ

る
」
の

影
響

は
あ

っ
た

か
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

・
活

動
記

録
、

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
進

捗
報

告
書

、
B

D
A

教
官

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

52
前

提
条

件
②

「
 モ

デ
ル

地
域

の
B

D
A

研
修

施
設

が
十

分
で

あ
る

」
の

影
響

は
あ

っ
た

か
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

・
活

動
記

録
、

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
進

捗
報

告
書

、
B

D
A

教
官

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

53
前

提
条

件
③

「
カ

ユ
ア

ン
ボ

ン
B

D
A

と
そ

の
他

の
B

D
A

、
県

政
府

と
の

協
力

関
係

が
十

分
で

あ
る

」
の

影
響

は
あ

っ
た

か
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

・
活

動
記

録
、

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
進

捗
報

告
書

、
B

D
A

教
官

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

54
活

動
か

ら
ア

ウ
ト
プ

ッ
ト
に

至
る

ま
で

に
何

か
外

部
条

件
の

影
響

は
あ

っ
た

か
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

・
活

動
記

録
、

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
進

捗
報

告
書

、
B

D
A

教
官

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

55
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
以

外
に

効
率

性
を

促
進

し
た

要
因

は
あ

っ
た

か
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

・
活

動
記

録
、

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
進

捗
報

告
書

、
B

D
A

教
官

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

56
効

率
性

を
阻

害
し

た
要

因
は

あ
っ

た
か

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
の

進
捗

・
活

動
記

録
、

B
D

A
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
進

捗
報

告
書

、
B

D
A

教
官

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

上
位

目
標

の
達

成
見

込
み

57
上

位
目

標
「

M
P3

研
修

の
実

施
を

通
し

て
、

選
択

地
域

（
農

民
の

）
農

業
経

営
が

改
善

さ
れ

る
」
は

 、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

効
果

と
し

て
達

成
さ

れ
る

見
込

み
が

あ
る

か
（
「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
績

」
参

照
）

58
上

位
目

標
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
目

標
は

乖
離

し
て

い
な

か
っ

た
か

PD
M

、
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

PD
M

の
レ

ビ
ュ

ー
、

専
門

家
・

C
/P

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

、
ア

ン
ケ

ー
ト

59
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
か

ら
上

位
目

標
に

至
る

ま
で

の
外

部
条

件
「

M
P3

 手
法

が
継

続
し

て
改

善
さ

れ
る

」
が

、
満

た
さ

れ
る

可
能

性
は

高
い

か
PD

M
、

A
A

H
R

D
政

策
担

当
者

・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

A
A

H
R

D
政

策
担

当
者

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

60
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
か

ら
上

位
目

標
に

至
る

ま
で

の
外

部
条

件
「
地

方
政

府
に

よ
る

普
及

活
動

が
現

行
レ

ベ
ル

で
実

施
さ

れ
る

」
が

、
満

た
さ

れ
る

可
能

性
は

高
い

か
PD

M
、

A
A

H
R

D
政

策
担

当
者

・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

A
A

H
R

D
政

策
担

当
者

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

61
上

位
目

標
の

達
成

を
阻

害
す

る
要

因
は

あ
っ

た
か

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
の

進
捗

・
活

動
記

録
、

専
門

家
・

C
/P

の
意

見
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

、
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

波
及

効
果

62
政

策
、

制
度

、
社

会
経

済
、

技
術

面
等

で
、

上
位

目
標

以
外

の
プ

ラ
ス

あ
る

い
は

マ
イ

ナ
ス

の
効

果
・
影

響
が

あ
っ

た
か

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
の

進
捗

・
活

動
記

録
、

専
門

家
・

C
/P

の
意

見
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

、
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

政
策

・
制

度
63

協
力

終
了

後
も

、
当

該
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

改
善

さ
れ

た
M

P3
手

法
を

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

国
に

お
け

る
農

業
普

及
サ

ー
ビ

ス
の

主
要

手
段

と
し

て
普

及
・
活

用
し

て
い

く
た

め
に

必
要

な
政

策
や

制
度

的
な

環
境

は
ど

の
程

度
整

備
さ

れ
て

い
る

か
（
見

込
み

が
あ

る
か

）
農

業
省

・
A

A
H

R
D

政
策

担
当

者
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

農
業

省
・

A
A

H
R

D
政

策
担

当
者

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

財
政

64
同

様
な

目
的

の
た

め
に

、
実

施
機

関
の

予
算

措
置

は
十

分
に

講
じ

ら
れ

て
い

る
か

、
予

算
確

保
の

た
め

の
対

策
は

ど
の

程
度

行
わ

れ
て

い
る

か
（
見

込
み

が
あ

る
か

）
農

業
省

・
A

A
H

R
D

政
策

担
当

者
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

農
業

省
・

A
A

H
R

D
政

策
担

当
者

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

組
織

65
同

様
な

目
的

の
た

め
に

、
実

施
機

関
の

組
織

的
な

整
備

（
人

材
配

置
、

意
思

決
定

プ
ロ

セ
ス

等
）
は

ど
の

程
度

行
わ

れ
て

い
る

か
（
見

込
み

が
あ

る
か

）
農

業
省

・
A

A
H

R
D

政
策

担
当

者
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

農
業

省
・

A
A

H
R

D
政

策
担

当
者

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

66
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

推
奨

さ
れ

た
手

法
（

M
P3

）
は

、
各

セ
ン

タ
ー

教
官

、
普

及
員

に
受

容
さ

れ
つ

つ
あ

る
か

B
D

A
所

長
・
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

B
D

A
所

長
・
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

67
協

力
終

了
後

、
対

象
各

セ
ン

タ
ー

が
当

該
手

法
を

維
持

で
き

る
見

込
み

は
ど

の
程

度
あ

る
か

B
D

A
所

長
・
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

B
D

A
所

長
・
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

68
協

力
終

了
後

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
対

象
外

の
B

D
A

セ
ン

タ
ー

や
県

に
普

及
す

る
見

込
み

は
ど

の
程

度
あ

る
か

B
D

A
所

長
・
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

B
D

A
所

長
・
教

官
・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

総
合

的
自

立
発

展
性

69
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
に

よ
る

イ
ン

パ
ク

ト
の

総
合

的
な

持
続

性
は

、
ど

の
程

度
見

込
め

る
か

農
業

省
・
A

A
H

R
D

政
策

担
当

者
・
専

門
家

・
C

/P
の

意
見

農
業

省
・

A
A

H
R

D
政

策
担

当
者

・
専

門
家

・
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト

ｲ
ン

ド
ネ

シ
ア

国
側

の
投

入
の

適
性

度

技
術

外
部

要
因

の
影

響

因
果

関
係

・
外

部
条

件
イ

ン
パ

ク
ト

（
予

測
）

自
立

発
展

性
（
予

測
）

前
提

条
件

の
影

響

効
率

性



付
属

資
料

4：
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
農

業
経

営
改

善
の

た
め

の
普

及
員

訓
練

計
画

PD
M

 
期

間
：
3

年
間

 （
20

04
年

１
月

～
20

06
年

12
月

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

20
03

.1
0.

20
. 

作
成

 
対

象
地

域
：
B

D
A

が
選

択
す

る
7

県
（
最

大
）
 

対
象

グ
ル

ー
プ

ﾟ：
対

象
県

の
B

B
D

A
s/

B
D

A
s教

官
、

上
級

・
フ

ィ
ー

ル
ド

レ
ベ

ル
の

農
業

普
及

員
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
20

04
.0

8.
18

. 
修

正
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
の

要
約

 
指

 
 

標
 

指
標

デ
ー

タ
入

手
手

段
 

外
部

条
件

 
上

位
目

標
：

 
M

P3
研

修
の

実
施

を
通

し
て

、
選

択
地

域
（
農

民
の

）
農

業
経

営
が

改
善

さ
れ

る
。

 
 農

業
経

営
（
技

術
）
の

改
善

状
況

（
例

：
よ

り
効

率
的

な
生

産
活

動
、

よ
り

高
付

加
価

値
の

生
産

物
、

よ
り

活
性

化
し

た
グ

ル
ー

プ
活

動
）

 

 農
家

の
サ

ン
プ

ル
調

査
 

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
目

標
：

 
改

善
さ

れ
た

優
良

事
例

活
用

研
修

（
M

P3
手

法
）
を

通
じ

て
、

選
択

地
域

の
普

及
員

が
普

及
手

法
を

習
得

す
る

。
 

 1.
 研

修
に

参
加

し
た

普
及

員
の

80
％

が
、

実
際

に
普

及
活

動
に

 
お

い
て

研
修

で
学

ん
だ

優
良

事
例

を
活

用
す

る
。

 
 2.
 
M

P3
手

法
に

よ
る

普
及

活
動

に
対

す
る

農
家

の
反

応
 

 1.
 受

講
者

へ
の

研
修

事
後

評
価

ア

ン
ケ

ー
ト
の

結
果

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

報
告

書
 

2.
 農

家
の

サ
ン

プ
ル

調
査

 

 • 
M

P3
 手

法
が

継
続

し
て

改
 

善
さ

れ
る

。
 

• 
地

方
政

府
に

よ
る

普
及

活
 

動
が

、
現

行
レ

ベ
ル

で
実

 
施

さ
れ

る
。

 
成

果
（
ア

ウ
ト
プ

ッ
ト
）
：

 
1.
 
M

P3
手

法
研

修
プ

ロ
グ

ラ
ム

が
、

カ
ユ

ア
ン

ボ
ン

農
業

教
育

訓
練

セ
ン

タ
ー

（
B

D
A

）

で
、

改
善

さ
れ

る
。

 
  2.

 カ
ユ

ア
ン

ボ
ン

B
D

A
で

、
優

良
事

例
活

用
研

修
の

講
師

訓
練

プ
ロ

グ
ラ

ム
が

確
立

さ

れ
る

。
 

 3.
 
M

P3
手

法
研

修
プ

ロ
グ

ラ
ム

が
、

選
択

地
域

（
*）

で
適

用
さ

れ
る

。
 

 

 1-
1.

 研
修

プ
ロ

グ
ラ

ム
、

マ
ニ

ュ
ア

ル
が

調
査

報
告

や
分

析
に

基
づ

き
改

善
さ

れ
、

マ
ニ

ュ
ア

ル
が

改
訂

さ
れ

る
。

 
1-

2.
 構

築
さ

れ
た

（
優

良
事

例
）
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
が

、
各

セ
ン

タ
ー

教

官
と

普
及

員
に

維
持

、
活

用
さ

れ
る

。
 

2-
1.

 カ
ユ

ア
ン

ポ
ン

訓
練

セ
ン

タ
ー

の
教

官
が

自
ら

講
師

訓
練

を
実

施
し

、
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
ﾞ、

評
価

が
で

き
る

様
に

な
り

、
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
改

善
す

る
。

 
3-

1.
 
M

P3
研

修
が

実
施

さ
れ

た
県

の
数

。
 

3-
2.
 
80

％
の

研
修

受
講

者
が

、
研

修
内

容
に

対
し

理
解

や
活

用
可

能
性

を
示

す
。

 

 2-
1.

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
報

告
書

 
2-

2.
 研

修
マ

ニ
ュ

ア
ル

改
訂

版
 

2-
3.

 （
優

良
事

例
）
デ

ー
タ

ベ
ー

ス

の
維

持
・
活

用
に

係
る

調
査

 
2-

4.
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
 

2-
5.
 
TO

T
マ

ニ
ュ

ア
ル

 
3-

1.
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
 

3-
2.

 受
講

者
へ

の
研

修
内

容
に

係

わ
る

ア
ン

ケ
ー

ト
 

 • 
普

及
シ

ス
テ

ム
に

、
大

き
な

 
変

更
が

無
い

。
 

 

投
入

：
 

 
 

活
動

：
 

1.
 
M

P3
研

修
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
改

善
 

1-
1.
 
前

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
の

PI
A

ET
S

手
法

試
行

研
修

参
加

者
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
を

行
う

。

1-
2.

 農
民

組
織

の
運

営
や

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
等

の
概

念
を

研
修

に
取

り
入

れ
る

。
 

1-
3.

 前
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

開
発

さ
れ

た
研

修
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
改

訂
す

る
。

 
1-

4.
 優

良
事

例
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
を

構
築

、
運

用
す

る
。

 
 2.
 
TO

T
研

修
の

実
施

 
2-

1.
 
TO

T
の

計
画

を
策

定
す

る
。

 
2-

2.
 
B

D
A

教
官

及
び

県
の

上
級

普
及

員
に

対
す

る
TO

T
を

実
施

す
る

。
 

2-
3.
 
TO

T
受

講
者

に
よ

る
研

修
活

動
を

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
す

る
。

 
2-

4.
 
TO

T
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
改

訂
す

る
。

 
 3.
 
M

P3
研

修
手

法
の

他
地

域
へ

の
展

開
 

3-
1.
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択

さ
れ

た
県

の
普

及
員

対
象

に
改

善
さ

れ
た

M
P3

手
法

の
研

修
を

行
う

。
 

3-
2.

 選
択

さ
れ

た
地

域
に

お
け

る
M

P3
手

法
の

成
果

を
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・
評

価
す

る
。

 

日
本

国
側

 
1.

 専
門

家
派

遣
 

長
期

専
門

家
（
3

人
）
 

- 
チ

ー
フ

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

 
- 

業
務

調
整

員
 

- 
研

修
 

- 
農

業
普

及
 

* 
チ

ー
フ

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

か
調

整
員

は
、

研
修

か
農

業
普

及
を

兼
務

す
る

。
 

短
期

専
門

家
（
必

要
に

応
じ

て
）

 
2.

 C
/P

研
修

 
3.

 供
与

機
材

 

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

国
側

 
1.

 C
/P

 
 

 
- 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
・
デ

ィ
レ

ク
タ

ー
 

- 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・
マ

ネ
ー

ジ
ャ

ー
 

- 
研

修
 

- 
普

及
 

- 
そ

の
他

 
2.

 専
門

家
執

務
室

 
3.

 研
修

施
設

 
4.

 ロ
ー

カ
ル

コ
ス

ト
（
旅

費
等

）
 

 

前
提

条
件

：
 

• 
B

B
D

A
/B

D
A

で
の

M
P3

 
研

修
予

算
が

イ
ン

ド
ネ

シ

ア
国

側
で

確
保

さ
れ

る
。

 
• 

モ
デ

ル
地

域
の

B
D

A
研

 
修

施
設

が
十

分
で

あ
る

。
 

• 
カ

ユ
ア

ン
ボ

ン
B

D
A

と
そ

 
の

他
の

B
D

A
、

県
政

府
と

の
協

力
関

係
が

十
分

で
あ

る
。

 
 

（
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県

の
選

択
は

、
各

B
D

A
が

行
い

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
側

は
そ

れ
を

是
認

す
る
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B
D

A
：
国

立
ア

グ
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ビ
ジ

ネ
ス

職
員

訓
練

セ
ン

タ
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付属資料 6：プロジェクト期間中に実施された研修・セミナー 

＜プロジェクトが直接支援した研修・セミナー＞ 

 研修名 実施期間 参加者 講師 場所 備考 

1 試行 TOT/MP3 研修 2004/6/28 
～7/8 

カユアンボン

BBDA 講師 3 人 
C/P：3 人  
 

カユアンボン

BBDA 
 

2 前プロジェクト（PIAETS）

のフォローアップセミナー

① 

2005/5/18 
～19 

PIAETS 研修受講

者（バンドン県普

及員）84 人 

C/P：3 人、外部

講師 2 人 
カユアンボン

BBDA 
 

3 TOT/MP3 研修 2005/2/20 
～3/11 

7 BBDA/BDA 講

師 26 人+AAHRD
本部職員 2 人 

C/P：3 人、外部

講師 3 人 
カユアンボン

BBDA 
 

4 西ジャワ州スバン県 MP3
普及員研修 

2005/5/16 
～8/31 

県内普及員 30 人 カユアンボン 
BBDA 講師 

カユアンボン

BBDA 
MAT による

指導有 
5 東ヌサテンガラ州クパン県

MP3 普及員研修 
2005/7/14 
～10/13 

県内普及員 30 人 ノエルバキ 
BDA 講師 

ノエルバキ

BDA 
MAT による

指導有 
6 南スラウェシ州ゴワ県

MP3 普及員研修 
2005/7/23 
～11/12 

県内普及員 30 人 バタンカルク 
BBDA 講師 

バタンカルク

BBDA 
MAT による

指導有 
7 前プロジェクト（PIAETS）

フォローアップセミナー② 
2006/2/1 
～2/3 

PIAETS 研修受講

者（バンドン県普

及員）76 人 

 カユアンボン

BBDA 
 

8 南カリマンタン州 
H.S.セラタン県 
MP3 普及員研修 

2006/5/2 
～8/16 

県内普及員 30 人 ビヌアン 
BDA 講師 

ビヌアン BDA MAT による

指導有 

9 西 ジ ャ ワ 州 ス メ ダ ン 県

MP3 普及員研修 
2006/5/2 
～8/31 

県内普及員 30 人 チナガラ 
BBDA 講師 

チナガラ

BBDA 
MAT による

指導有 
10 東ジャワ州パスルアン県

MP3 普及員研修 
2006/5/15 
～8/30 

県内普及員 30 人 ケティンダン 
BBDA 講師 

ケティンダン

BBDA 
MAT による

指導有 
11 東 ジ ャ ワ 州 グ レ シ ク 県

MP3 普及員研修 
2006/5/15 
～8/30 

県内普及員 30 人 バトゥ 
BBDA 講師 

バトゥ BBDA MAT による

指導有 
 

＜インドネシア国側の独自予算で実施された研修＞ 

 研修名 実施期間 参加者 講師 場所 備考 

1 スマトラ TOT/MP3 研修 2006/3/15 
～3/28 

ジャンビ BDA 講師 カユアンボン 
BBDA 講師 

ジャンビ BDA  

2 西ジャワ州 
マジャレンカ県 
MP3 普及員研修 

2006/5/8 
～8/24 

県内普及員 30 人 カユアンボン

BBDA 講師 
カユアンボン

BBDA 
 

3 南スラウェシ州ゴワ県・ 
タカラール県 
MP3 普及員研修 

 県内普及員 30 人 バタンカルク

BBDA 講師 
バタンカルク

BBDA 
 

4 東ヌサテンガラ州 
エンデ県 
MP3 普及員研修 

2006/9/19 
～11/23 

県内普及員 30 人 ノエルバキ BDA
講師+カユアン

ボン BBDA 講

師 

エンデ研修セ

ンター 
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付属資料 8  前プロジェクト（PIAETS）の研修を受講したバンドン県普及員によるその後の活動に

ついての調査結果（要点のみ抽出） 

 

(1) 個別農家の優良事例に係る発掘件数 

作物別事例類型 一回目研修 
受講者（24 人） 

二回目研修 
受講者（25 人）

三回目研修 
受講者（21 人）

発掘事例 
の合計 

稲作 16 16 9 41 
畑作 2 8 3 13 
野菜 15 13 11 39 
果樹 4 1 3 8 
家畜 - 3 - 3 
水産養殖 - 2 2 4 
その他（複合） 18 - 3 21 
合計 55 43 31 129 
資料：飯川専門家「フォローアップセミナー実施概要報告」（平成 18 年 2 月 10 日） 

 
(2) グループ活動に係る優良事例の発掘件数 

活動別事例類型 一回目研修 
受講者 

二回目研修 
受講者 

三回目研修 
受講者 

発掘事例 
の合計 

a) グループ資金（徴収、活用等） 8 1 5 14 
b) 生産資材の共同購入等 - 3 1 4 
c) 作物栽培に対する共同作業 7 2 6 15 
d) 生産物の共同出荷・販売等 6 2 6 9 
e) 病害虫防除に関わる共同作業 - 3 1 4 
f) 契約栽培・販売等 1 2 - 3 
g) 生産資材（有機質肥料）の共同造成 - 2 2 4 
h) 生産資材（自然農薬）の共同造成 - 2 2 4 
i) 種子関係 1 3 - 4 
j) 用水路管理作業 - - 1 1 
k) 小家畜、家禽の飼育等 1 4 2 7 
l) 淡水魚の飼育方法 2 3 1 6 
m) その他、生産物の加工等 5 9 3 17 
合計 31 36 25 92 

資料：飯川専門家「フォローアップセミナー実施概要報告」（平成 18 年 2 月 10 日） 
 
(3) 発掘した優良事例の普及実績 

普及サービスの対象 一回目研修 
受講者 

二回目研修 
受講者 

三回目研修 
受講者 

発掘事例 
の合計 

普及サービスを受けた個別農家数 345 352 314 1,011 
普及サービスを受けた農民グループ数 
（メンバー農民の数） 

62 
（930） 

83 
（502） 

47 
（529） 

197 
（1,961） 

普及の対象となった農民数合計 1,275 854 843 2,972 
推奨事例を採用した個別農家数 1,452 563 124 2,139 
推奨事例を採用した農民グループ数 56 55 26 137 

資料：飯川専門家「フォローアップセミナー実施概要報告」（平成 18 年 2 月 10 日） 

 
(4) 他の普及員への手法の普及状況 

普及状況 一回目研修
受講者 

二回目研修
受講者 

三回目研修 
受講者 

発掘事例 
の合計 

他の普及員へ手法を紹介した研修
受講者数（全受講者に占める割合） 

18 
（75％） 

22 
（88％） 

17 
（81％） 

57 
（81％） 

紹介された普及員数 66 71 104 241 

資料：飯川専門家「フォローアップセミナー実施概要報告」（平成 18 年 2 月 10 日） 
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